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第7章 技術及びシステムの研究開発

第1節 概 況

近年,社 会,経 済の発展と国民生活の向上に伴い,社 会活動はますます活

発化と広域化の一途をたどっている。このような状況の下では,各 方面にお

ける情報の円滑な流通の確保を図ることが,い っそ う重要 となっ て き てお

り,こ のため,情 報の伝達,処 理の重要な担い手である電気通信に対する利

用ニーズの質的な多様化と量的な増大の飛躍的な進展をきたし,こ の結果,

電気通信に対するいっそ うの高信頼化と高能率が要求されている。

これらの要請にこたえるため,電 気通信に関する各種の技術及びシステム

の研究開発が広範な分野にわたって行われており,我 が国においては,近 年

その進歩発展は 目覚ましく,今 や世界の トップレベルに肩を並べている。

まず,電 気通信を支える基礎分野としては,固 体素子の開発を中心 とした

電子デバイス技術がある。この分野における大きな開発 目標の一つに超大規

模集積回路(超LSI)が あ り,そ の実現はコンビ凸一タ等の情報処理機器の

飛躍的な小型高性能化を実現するのみならず,新 しい情報処理システムのニ

ーズにこたえる大きな可能性を有するものである。 また,レ ーザ技術で代表

されるオプトエレクトロニクスの発達に伴い,伝 送線路としてガラスを素材

とする低損失,広 帯域特性を有する小型軽量で,か つ,電 磁誘導がないなど

の利点を持つ光 ファイバケーブル及び光通信 システム構成に必要な各種の光

デバイスの研究開発が急速に進められ,実 用化時代の第一歩を踏み出してい

る。

同軸ケーブル等の有線系とともに,電 気通信のメディアとして電波を用い

た通信系がある。電波は,放 送 システムにみられるように,多 量の情報を広

範囲にしかも安価に伝達できることのほか,移 動通信 システムや宇宙通信シ
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ステムに見られるように有線による接続ができない場合でも,空 間を媒体と

して接続できる等の特徴があ り,現 在では,こ の特徴を生か した種 々のシス

テムが発展普及 してお り,さ らに,多 様なニーズに対応すべ く新 しい電波利

用システムの研究開発が進められている。

一方,電 波利用の増大に伴って使用可能な周波数帯のひっ迫が懸念される

ことから,現 在未利用周波数帯 として,大 容量伝送の可能な準 ミリ波帯以上

の高い周波数帯の開発や,さ らに,光 領域を使用する光通信 システムの実用

化のための研究開発が進められている。また,現 在既に使用 されている周波

数帯における電波の利用効率を高めるための新通信方式の開発を初めとし狭

帯域化及び共用化等の技術開発 も進められている。

次に,広 汎な分野の技術的集約の上に立つシステムの一つである宇宙通信

の分野では,今 後のニーズの多様化と増大に対処するため,実 験用の中容量

通信衛星,中 型放送衛星及び気象衛星等の静止衛星,ま た,周 回衛星 として

電離層観測衛星及び各種科学衛星が打ち上げられ,そ れぞれの目的のために

研究開発が進められている。

放送の分野においては,FM及 びテレビジョン放送における多重化の研究

開発が進められてお り,特 にテレビジョン放送においては音声多重放送の実

用化試験が行われているほか,文 字情報,静 止画及びファクシミリ等各種の

多重放送について実用化のための研究が進められている。

その他,コ ンピュータの発達 と多様化,増 大する情報の効率的な伝送に対

する社会需要等から,大 量,高 速情報伝送システムの開発について,伝 送回

線,交 換技術,情 報処理装置及び入出力端末機器の研究が行われ,そ の成果

は逐次実用に供されている。

本章では,こ のような電気通信に関する技術及びシステムの研究開発にっ

いて,我 が国の関係研究機関等において進められている主なものを以下に述

べることとする。

これらの研究開発を行っている我が国の代表的な機関 としては,次 のもの

がある。
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郵政省の附属機関として電波研究所があ り,その規模としては,研 究者260

名(昭 和55年度末現在,以 下同じ),55年 度予算は歳出約55億4千 万円である。

電電公社には研究開発本部のほか,武 蔵野,横 須賀,茨 城の各研究所があ

り,研 究者総数2,198名,55年 度予算は約732億 円となっている。NHKに

は総合技術研究所及び放送科学基礎研究所があり,両所合せて研究者354名,

55年度予算は43億1千 万円である。国際電電研究所は研究者163名,55年 度

研究費約44億 円である。

また,研 究機関には属さないが,郵 政大臣の諮問機関として電波技術審議

会があ り,24名 の委員及び191名 の専門委員によって電波の規律に必要な技

術に関する事項について調査審議が行われている。

第2節 基 礎 技 術

1大 規模集積回路

大規模集積回路は,コ ンピュータ,通 信機器など電気通信技術全般にわた

る各種装置の小型軽量化,経 済化,高 信頼化に大きく貢献することが期待さ

れ,そ の高集積化のための研究開発が進められている。現在,64kbのLSI

メモ リの情報処理装置への導入が推進されてお り,さ らに,電 電公社におい

ては256kbのLSIメ モリの試作を行い,世 界でも初めて その動作確認に

成功し,量 産化技術の検討が進められている。また,デ ィジタル通信用諸装

置への適用を目的とした通信制御用LSI,フ ァイル制御用の論理LSI等

の導入が進められている。

加工技術としては,電 電公社において最小パターン幅 α5μmの 微細化プ

ロセスに適 した電子 ビーム露光技術及び素子 ・回路設計製作法等の研究が進

められ,超LSIプ ロセス技術の確立を図っている。

2ジ ョ セ フ ソ ン素子

ジョセブソン素子は,超 伝導体の間を酸化物等で接合させた構造を有 し,
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極低温状態で接合部を流れる電流を増減させることにより零電圧状態(0)と電

圧状態(1)の間を高速で遷移する機能を有する。この素子は,従 来の半導体素

子 よりも格段に高速かつ低消費電力という高性能が期待され,コ ンピュータ

等の高速処理化に大きく貢献することが予測 され,素 子製作技術,高 密度化

技術等の研究が進められている。

電電公社においては,高 性能論理演算素子の製作実験に成功 してお り,さ

らに,従 来のジョセフソンメモ リの読み出 し時に記憶情報が破壊されるとい

う欠点を解決 した非破壊性ジ ョセブソソメモ リ素子を世界にさきがけて動作

確認し,製 作技術,回 路設計及び実装技術の研究開発を進めている。

3薄 膜磁性体

進展する通信需要に対応 し,こ れまで通信システムの高度化が図られてき

たが,今 後,さ らにデータ ・画像通信等も含め,蓄 積交換や異機種端末間通

信のための方式変換等の機能が必要とな り,こ れを実現するために高密度大

容量メモリの必要性はますます高まると考えられる。

薄膜磁性体は,不 揮発性メモリを実現できるという磁性体特有の性能のほ

か,集 積化や大面積化などの点で製造性に優れてお り,ま た高密度記録及び

高速動作が可能なことか ら,早 くからメモ リ用材料 としての研究が行われて

きた。なかでも,光 で記録再生する光磁気メモ リは将来の高密度大容量メモ

リとして期待されているが,そ の実現には大面積で均一な記録媒体の開発や

微小 ビットを正確に記録再生する技術の開発,さ らに,小 形化するため光源

として半導体 レーザが利用できること等が重要な課題となっていた。

国際電電では,こ のような課題に応えることのできる薄膜磁性体 として新

しくアモルファスのガ ドリーウム ・テルビウム ・鉄からなる3元 合金薄膜を

開発 した。さらに,こ の3元 合金薄膜を記録媒体に使用 した光磁気ディスク

メモ リの試作を行い,1平 方cm当 り5Mbの 記録密度を得た。 また,約5

インチ(11,5cm)の ディスクの全面にわたって均一に記録できていることも

確認 している。
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4パ ターン情報処 理

コンピュータの入出力や交換機への信号送出は,タ イプライタや電話機の

ダイヤル等により行われているが,こ れを人間の自然なコミュニケーショソ

手段である音声や文字を用いて可能とするためのパターン情報処理の研究が

進められている。パターン情報処理には"機 械が人間の話す言葉 を理 解 す

る"音 声認識,"機 械が合成音で話をする"音 声合成及び"手 書きや印刷の

文字を認識する"文 字認識等がある。

電電公社においては,音 声認識について入力された音声の周波数スペ クト

ルパターンを標準パターンと比較分析し,単 語を識別する方式が研究されて

いる。研究は特定の話し手の特徴を計算機に記憶させて認識する方式から不

特定の話し手の言葉を理解する方向へと進展 している。

音声合成については,従 来のパーコール方式 よりもさらに少ない情報から

音を合成するLSP方 式を採用 し,音 声の最小単位である母音や子音等の音

韻を結合して,人 間のように言葉を話す装置の開発が進められている。

文字認識については,活 字及び手書きの数字,英 字,カ ナ文字認識法が開

発され,現 在は,活 字漢字,手 書漢字の認識技術が急速に進歩 しつつある。

文字の識別方法 としては,文 字線と背景の白地の両方から文字の特徴を抽出

して識別する位相構造化法が開発され,印 字及び手書きの英字,数 字,カ ナ

文字を対象とした高性能で経済的な文字読取方法 として,デ ータ通信用端末

装置に適用 されている。

第3節 宇宙通信 システ ム

1宇 宙通信の現状

(1)国 際 動向

国際通信用の衛星通信 システムとしては,世 界106か 国(1981年3月 現在)

の 加盟す るイ ンテルサ ッ ト及び ソ連 ・東欧圏を中心 とす るイ ンタースプー ト
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ニク(1981年3月 現在加盟 国数10)と が あ る。

イ ンテルサ ッ トは,1965年4月 に大西洋上 に打 ち上 げた第1号 衛星(ア ー

リーパ ー ド)を は じめ として,H号 系及び 皿号系を順 次商用に供 して きた。

現在は,IV号 系,IV号A系 及びV号 系 に よって グローバ ル ・システムが構

成 され ている。

V号 系衛星の第1号 機は,1980年12月 に 打ち上 げ られ たが,通 信容量 とし

ては電話1万2,000回 線 及びテ レビジ ョン2回 線 を有 している。

インタース プー トニ クは,ソ 連の国内通信衛星用 として打 ち上 げた長楕 円

軌道 を回 るモル ニア衛星を利用 して きたが,近 年,ソ 連が打 ち上 げた静止通

信衛星 ラ ドガも利用 して,東 欧諸国を対 象 とした衛星通信 を行 っている。

海上通信については,従 来 の短波を使 った海上無線通信 を改 善す る手段 と

して,国 際的 な海事衛星通信 システ ムを導入す るため,1979年 国際海事衛星

機構イ ンマルサ ッ ト(1981年5月 現在加盟 国数36)が 設 立 され,1982年 のサ

ー ビス開始に向け諸準備が進め られ ている。

また,国 際的 な航空衛星通信 システムにつ いては,1974年 以 来共 同エ アロ

サ ッ ト評価計画が米国,カ ナダ及び欧州宇宙機関(ESA)の 共 同で進 めら

れ てきたが,米 国内の事情 によ りその実現が大幅 に遅れ てお り,現 在 同計画

の見直 しが行われ ている。

この よ うな国際通信 におけ る衛星の利用に加えて,近 年 は国内通信分野に

衛星を導入す る国が増加 してお り,現 在,米 国,ソ 連,カ ナダ及び イ ン ドネ

シアがそれぞれ独 自の実用通信衛星を打 ち上 げて,国 内衛星通信 システムを

運用 している。

カナダは,1972年 以 来世界に先駆 けて,静 止衛星 に よる国 内衛星通信サ ー

ビスを行 って きたが,従 来 のアー クAシ リーズに加 え,1978年12月 に アニ ク

B衛 星を打ち上 げている。

さらに,南 部の通信需要に備え アニクC及 びア ニクA・Bの 代替 としてア

ー クD衛 星計画を推進 している。

米国では,1974年 以来,ウ エスター衛星,サ トコム衛星,コ ム ス ター衛
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星,SBS衛 星 が順次打ち上 げ られ,そ れぞれ 国内衛星通信が構成 されてい

る。

また,米 国は,1976年 に マ リサ ッ トを大西 洋,太 平洋及びイ ン ド洋上 に打

ち上げ,海 事衛星通信サ ービスを行 っている。

欧州においては,1978年5月ESAが 軌道試験衛星(OTS-2)を 米 国

に依頼 して打 ち上げているほか,海 上移 動 通 信 のためのマ レックス衛星,

(MARECS),ヨ ー ロッパ 各国を対象 とする 地域通信衛星(ECS)等 の計

画を進 めている。

なお,フ ランスでは,テ レコムー1計 画を推進 してお り,1983年 に ア リア

ンロケッ トに より打 ち上 げることと している。

ソ連では,従 来移動型 の通信衛星モル ニアのほか,静 止型 の衛星 も利用 し

て国内の通信需要に応 じている。

また,発 展途上国において も国 内通信衛星の導入計画が進 んでお り,イ ン

ドネシアでは既に1976年 及 び1977年 に それぞれ パラパ1号 及び2号 を米国に

依頼 して打 ち上げ運用を開始 してお り,1984年 に,次 世代の衛星を打ち上げ

る計画である。

アラブ諸 国では,域 内諸国の電気通信需要 を満 たすため,ア ラブ地域衛星

通信網計画 を推進 してい るが,1976年4月 にその運営主体 となるア ラブ衛星

通信機構(加 盟国数22)が 発 足 し,1984年 運 用開始を予定 している。

このほか,イ ン ド,中 国等 も通信衛星を打 ち上げ る計画であ り,ま た,イ

ンテルサ ッ ト衛星の トランスポ ンダを国内用 に賃借使用 して国内通信の改善

に充て る国 も増加 してい る。

次に,放 送衛星の分野では,ま ず米国が1974年 に打 ち上げた応用技術衛星

6号(ATS-6)を 使 って米国をは じめ,イ ン ドにおいて も世界初の衛星

放送実験 を行 ってきた(ATS-6は1979年6月 をもって運用 を停止 した)。

また,カ ナダは,米 国 と協力 して通信技術衛星(CTS)を 使 って各種の

放送実験 を行 ってきた(CTSは1979年10月 を もって運用 を停止 した)。

なお,ソ 連 においては,直 接衛星放送を一 部行 っている といわれ てい る。
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区 分

宇

宙

開

実

績

衛 星

技術試験衛星1型
(ETS-1)
「き く」

電離層観測衛星(
ISS)
「う め」

ミ シ ンツ ヨ

ロヶット打上げ技術の確認,衛 星追跡

管制技術の習得,伸 展アンテナの伸展
実験等

電離層の臨界周波数の世界的分布,電
波雑音源の世界的分布等の観測

技術試験衛星H型 静止軌道への投入技術の習得,軌 道姿
(ETS-H)勢 の測定及び保持技術の習得,衛 星搭
「きく2号 」 載機器の性能試験等

静止気象衛星
(GMS)
「ひまわ り」

実験用中容量静止
通信衛星(CS)
「さくら」

電 離 層 観 測衛 星

(ISS-b)
「うめ2号 」

実験用中型放送衛
星(BS)
「ゆ り」

技術試験衛星IV型
(ETS-IV)
「きく3号 」

地球大気開発計画(GARP)へ の参加協
力,気 象データの収集,配 布等

衛星による通信システムの運用技術の
確立等

電離層観測衛星(ISS)「 うめ」に
同 じ

衛星による放送システムの運用技術の
確立等

Nロ ヶヅトH型 の性能確認,宇 宙機器
に関する搭載実験等

重 量

(kg)

83

139

130

315

340

141

355

638

軌 道

形状隠 。馴 轡

円

円

980

1,100

990

1,010

47

70

静 止 軌 道

(東 経130。)

静 止 軌 道

(東経1400)

静 止 軌 道

(東 経135。)

円
980

1,220
69

静 止 軌 道

(東経110。)

長楕円
220

35β20
29

打 上 げ

ロ ケ ッ ト

N

N

N

デ ル タ
2914

(米)

デ ル タ

2914

(米)

N

デ ル タ
2914

(米)

N-H

1

8打 上 げ
し9

!

時 期

50.9,9悼

51.2.29

52.2.23

52.7.14

52.12.15

53.2.16

53.4.8

56.2.11



発

事

業

団

計

画

静止気象衛星2号

(GMS-2)

技術試験衛星皿型

(ETS一 皿)

通 信衛 星2号 一a

(CS-2a)

通信衛星2号 一b

(CS-2b)

放 送 衛 星2号 一a

(BS-2a)

静止気象衛星3号

(GMS-3)

放送衛星2号 一b

(BS-2b)

海洋観測衛星1号

(MOS-1)

気象衛星に関する技術開発,気 象業務
の改善

大電力を必要とする人工衛星等に共通
な技術の開発,宇 宙機器に関する搭載
実験等

通信衛星に関する技術開発,通 信需要
に対処

〃

放送衛星に関する技術開発,テ レビジ
ョン放送の難視聴解消等

気象衛星に関する技術開発,気 象業務
の改善

放 送 衛 星2号 一a(BS-2a)に 同
じ

海洋面の色及び温度を中心 とした海洋
現象の観測,地 球観測のための人工衛
星共通技術の確立

294

375

350

〃

350

290

350

750

静 止 軌 道

(東経140。)

円 1,000 45

静 止 軌 道

(東経130。)

静 止 軌 道

(東経135。)

静 止 軌 道

(東経llO。)

静 止 軌 道

(東経140。)

静 止 軌 道

(東経110。)

高度約gookmの

太陽同期軌道

N-■

(注)

N-1

N-H

"

N一 皿

N-H

N-■

N-■

56.8,ll

57年度

57年度

58年 度

58年 度

59年 度

60年 度

61年 度

(注)Nロ ケ ッ トを 改称

刈

メ

MI

o

1

8
ゆ

1



第2-7-2表 科 学 研 究 分 野 の 人 工 衛 星

区 分

宇

宙

科

実

績

衛 星

「おおすみ」

試 験 衛 星
(MS-T1)
「た んせい」

第1号 科学衛星
(MS-F2)
「しんせい」

第2号 科学衛星
(REXS)「
でんば」

試 験 衛 星
(MS-T2)「
た んせい2号 」

第3号 科学衛星
(SRATS)「
たいよう」

試 験 衛 星
(MS-T3)
「たんせい3号 」

第5号 科 学衛 星

(EXOS-A)「

き よっ こ う」

ミ ッ シ ョ ン

衛星打上げ技術の習得と衛星について

の工学的試験

軌道投入後の衛星環境及び機能試験

電離層,宇 宙線,短 波帯太陽雑音等の

観測

プラズマ波,プ ラズマ密度,電 子粒子

線,電 磁波,地 磁気等の観測

ロケットの特性測定 と衛星についての

工学的試験

太陽軟X線,太 陽真空紫外放射線,紫

外地球コロナ輝線等の観測

ロヶットの特性測定と衛星についての

工学的'試験

プラズマの密度 ・温度 ・組成エネルギ
ー分布,地 球コロナ分布等の観測,ナ
ーロラの紫外線撮像

重 量

(kg)

24

63

66

75

56

86

129

126

軌 道

形状隠 謬

楕円

円

楕円

〃

〃

〃

〃

〃

350

5,140

990

1,110

870

1,870

250

6,570

290

3,240

260

3,140

790

3,810

630

3,970

傾斜角(度)

31

30

32

31

31

32

66

65

打 上 げ

ロケ ッ ト

L-4S

M-4S

〃

〃

M-3C

〃

M-3H

〃

1

8打 上 げ
劇

1

時 期

45.2.11N)

46.2.16

46,9,28

47.8.19

49.2,16

50,2.24

52.2,19

53.2.4



学

研

究

所

計

画

第6号 科学 衛 星

(EXOS-B)
「じ きけ ん」

第4号 科学 衛 星(
CORSA-b)

「は くち ょ う」

試 験 衛 星

(MS-T4)
「た んせ い4号 」

第7号 科 学衛 星

(ASTRO-A)「
ひ の と り」

第8号 科学衛星

(ASTRO-B)

第9号 科学衛星

(EXOS-C)

試 験 衛 星
(MS-T5)
(たんせい5号)

第10号 科学衛星

(PLANET-A)

第11号 科学衛星

(ASTRO-C)

電子密度,粒 子線,プ ラズマ波等の観

測

220

go長 楕 円30
,100

31 〃

X線 星,γ 線パースト,超 軟X線 星雲

等の観測

ロケットの特性測定と衛星についての

工学的試験

太陽硬X線 フレヤの2次 元像太陽粒子

線X線 バースト等の観測

X線 星,X線 銀河,γ 線バース ト,軟

X線 星雲等の観測

中層大気の地球環境に及ぼす影響の究
明及び大西洋上の電離層プラズマ特異
現象解明

M-3SHの 性 能 確 認,プ ラズマ,ハ

レーす い星 の 予 備観 測 等

惑星間プラズマ,ハ レーすい星の紫外

領域における観測研究

活動銀河の中心核のX線 源,X線 天体

の精密な観測

96

185

180

〃

200

125

125

400

楕円

〃

〃

〃

〃

550

580

520

610

580

650

350

600

300

1,000

30

39

31

31

65

太 陽 周 回

太 陽 周 回

円 500 31

M-3C

M-3S

〃

〃

〃

M-3SH

M-3SH

〃

53.9,16

54.2.21

55.2.17

56。2,21

57年 度

58年 度

59年 度

60年 度

61年 度

刈

メ

刈l

o

l

8
の

1
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このほか,ヨ ーロッパ,イ ン ド,ア ラブ諸国等も放送衛星計画を進めてい

る。

通信,放 送以外の実利用分野では,気 象衛星,地 球観測衛星,航 行衛星等

が打ち上げられている。

このような世界各国における宇宙通信の目覚ましい発展に対応 して,制 度

面か らの検討 も進められてきた。

国際電気通信連合(ITU)は,1963年 以来,宇 宙通信に関する関連規定

の整備を行ってきたが,1977年 には12GHz帯 の放送衛星業務の計画に関す

る世界無線通信主管庁会議(WARC-BS)が 行われ,第 一地域及び第三

地域の放送衛星用の周波数割当計画等が作成 された。

この結果,我 が国は,東 経110度 の静止軌道上に8波 の放送衛星用周波数

が確保された。

また,1979年 に開かれた世界無線通信主管庁会議においては,宇 宙通信に

関する技術基準,周 波数分配表等が大幅に改正された。

なお,国 際連合の宇宙空間平和利用委員会においては,直 接放送衛星の利

用を規律する原則の作成作業が進められている。

(2)国 内動向

我が国の宇宙開発は,宇 宙開発委員会が行 う総合的な企画調整に基づ き,

宇宙開発事業団及び東京大学宇宙航空研究所(昭 和56年4月14目,文 部省宇

宙科学研究所に改組)を 中心として,国 立試験研究機関及び電電公社,NH

K等 の関係機関の協力の下に推進 されている。

宇宙開発委員会は,我 が国の宇宙開発がこれ までの技術の蓄積の結果,科

学研究及び実利用の両分野にわたって多様かつ本格的な活動を展開 し得る基

盤iが整ってきたことか ら,53年3月,今 後15年程度の間に遂行する宇宙開発

の基本的枠組 と方向を示 した 「宇宙開発政策大綱」を策定 した。

現在における具体的な宇宙開発活動は,宇 宙開発委員会が,宇 宙開発に関

する内外の情勢,宇 宙開発政策大綱の趣 旨,国 内の研究及び開発の進ち ょく

状況,宇 宙の利用に関する長期的な見通 し等を踏まえて,毎 年度に策定する
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「宇 宙開発 計画」 に従 って進め られ ている。

45年2月 に我が国初 の人工衛星 「おおすみ」 を打 ち上げた東京大学宇宙航

空研究所は,各 種科 学衛星計画を進めてお り,56年2月 にはM-3Sロ ケ ッ

トに よ り第7号 科学衛星(ASTRO-A「 ひ の と り」)の 打上げに成功 した。

この 「ひ のと り」 に加 え,同 研究所は53年9月 に打 ち上げた第6号 科学衛

星(EXOS-Brじ きけん」)及 び54年2月 に打 ち 上 げ た 第4号 科 学 衛 星

(CORSA-b「 は くち ょう」)の 運用 も引 き続 き行 ってお り,電 子密度,粒 子

線,プ ラズマ波,X線 等各種宇宙観測に多大 の成果を挙げている。

実利用の分野における人工衛星開発,ロ ケッ ト開発,打 上げは宇宙開発事

業団に よ り行われてお り,同 事業団は,各 種実用衛星 システムの実現に不可

欠な基礎技術を確立す るため,N-1ロ ケ ッ トによ り50年9月 の技術試験衛

星1型(ETS-1「 き く」)を は じめ,電 離層観測衛星(ISS「 うめ」

及びISS-b「 うめ2号 」),我 が 国初 の静止衛星 とな った技術試験衛星H

型(ETS-H「 き く2号 」)を 打ち上げた。

また,本 格的実用衛星 の開発を 目指 し,52年 か ら53年 にかけ て米国航 空宇

宙局(NASA)の 協 力 を得 て,静 止気象衛星(GMS「 ひ まわ り」),実 験

用中容量静止通信衛星(csrさ くら」)及 び実験 用中型放送衛星(Bsrゆ

り」)を デル タ2914型 ロ ケッ トに よ り打ち上 げ,そ れぞれ所定 の静止軌道に

投入す るこ とに成功 した。

これ らの衛星は,同 事業 団,気 象庁,郵 政省電波研究所,電 電公社及びN

HKに よ りそれぞれ運用 され てお り,人 工衛 星の開発,打 上 げ,利 用に関す

る基礎技術 の習得等においてほぼ所期の成果 をあげ ている。

また,54年2月 及び55年2月 にN-1ロ ケ ッ トによ り打上げ られ た実験用

静止通信衛星(Ecsrあ や め」及びECS-brあ や め2号 」)は,い ず

れ も静止軌道投入に失敗 し,こ れ まで順調に進ん できた我が国の宇宙開発に

一つの反省 の場を与えた。

この失敗の原 因究 明か ら得 られた教訓は,N-1ロ ケ ッ トを改良大型化 し

たN-Hロ ケ ッ トに生か され,56年2月 この初号機に よ り技術試験 衛星IV型



一308一 第2部 各 論

(ETS-IV「 きく3号)」 の打上げに成功 している。

今後の宇宙開発は宇宙開発委員会が56年3月18日 に策定 した 「宇宙開発計

画」に基づき推進されるが,科 学研究分野においては,第8号 か ら第11号 ま

での科学衛星の開発を行 うこと,ま た,実 利用分野においては,静 止気象衛

星2号(GMS号 一2),通 信衛星2号(CS-2a及 びCS-2b),放 送

衛星2号(BS-2a及 びBS-2b),海 洋観測衛星1号(MOS-1)及

び技術試験衛星皿型(ETS一 皿)の 開発を進めると と も に測地衛星1号

(GS-1)の 開発研究を行 うことが決定されている。

「おおすみ」の打上げ以来,十 余年を経過 した我が国の宇宙開発は,科 学

研究及び実利用の両分野にわたって着実な進展を遂げ,今 や人工衛星打上げ

のための基礎技術の確立の段階か ら多様な利用目的に基礎を置いた宇宙開発

を展開する段階に入 りつつある。

特に,通 信 ・放送の分野では,CS-2及 びBS-2が 我が国で初めて民

間機関による実用に供 されることとな り,通 信 ・放送衛星機構によりCS-

2・BS-2の 追跡管制施設の整備が進められているほか,郵 政省において

は,CS-2・BS-2に 続 く第二世代の実用通信 ・放送衛星の技術的検討

及び利用方法の検討が進め られるなど通信 ・放送衛星の実用化施策が積極的

に進められている。

我が国の実利用分野の人工衛星一覧表を第2-7-1表 に,科 学研究分野の

人工衛星一覧表を第2-7-2表 に示す。

2実 験用通信衛星の運用

実験用中容量静止通信衛星(csrさ くら」)は,社 会経済活動の進 展に

伴 う国内通信需要の増大 と利用形態の多様化に対処するため,実 用通信衛星

システムの導入に必要な技術を開発 し,技 術基準の確立を図ること等を目的

として開発 された。

CSは,52年12月 に静止軌道に打ち上げられ,53年5月15日 か ら,郵 政省

が電電公社及び宇宙開発事業団の協力を得て,各 種の実験を行っている。
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主な実験項 目は,① 衛星 とう載通信機器(ア ンテナを含む))の 特性 測定

実験,② 衛星通信システムとしての伝送実験,③ 準 ミリ波帯電波の伝搬特性

の測定 と評価に関する実験,④ 衛星通信システムの運用技術に関する実験,

⑤衛星の運用管制技術に関する実験であ り,こ れまで約3年 間にわた り通信

衛星の実用化のために極めて有効な各種のデータが得られている。 これまで

に得られた各実験項 目ごとの実験結果は,以 下のとお りである。

衛星とう載通信機器の諸特性については,衛 星の打上げ以来約半年ごとに

測定を行ってお り,そ の結果,顕 著な特性の変化は認められず,安 定 した動

作をしていることが確認されている。

衛星通信システムとしての伝送実験については,マ イクロ波帯中継器及び

準 ミリ波帯中継器それぞれ1台 当たり約500チ ャンネル(双 方向)の 電話伝

送が可能であることが実証されており,そ のほか,双 方向画像通信,デ ータ

通信,周 波数拡散技術等に関する実験,地 上通信系が衛星通信系に及ぼす影

響の調査等幅広い実験を実施 した。

準 ミリ波帯電波の伝搬特性については,鹿 島,稚 内,山 川,横 須賀,仙 台

及び横浜の各地において,連 続的にデータの取得を行ってお り,降 雨量と降

雨による減衰及び交差偏波識別度の劣化の相関関係について,デ ータを蓄積

し逐次解析が行われている。

衛星通信 システムの運用技術に関する実験については,大 容量通信を行 う

ためのTDMA(時 分割多元接続)方 式並びに小容量通信を行 うためのアン

テナ直径1m～2mの 地球局を使用 したSCPC方 式(一 つの搬送波で1チ ャ

ンネルの電話相当の情報信号を伝送する方式)及 びMCPC方 式(一 つの搬

送波で数チャンネルの電話相当の情報信号を伝送する方式)に よる衛星通信

回線設定実験を行い,良 好な結果を得ている。さらに,準 ミリ波車載局及び

マイクロ波車載局を全国各地に移動 して回線設定実験を行った。この結果,

それぞれ基本特性が良好であること,マ イクロ波車載局のような小型地球局

にょるヵラーテレビ信号伝送が十分可能であることが明らかとなった。この

ほか,コ ンビ凸一タ ・ネットワーク基礎実験,離 島局による回線設定実験,
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準 ミリ波小形局による回線設定実験等を実施 し,良 好な結果が得られ て い

る。

衛星の運用管制技術に関する実験については,衛 星の軌道及び姿勢の決定

実験,衛 星の姿勢制御,軌 道保持制御に関する実験等を実施 しているほか衛

星の運用管制のための簡易型 ソフ トウェアを開発 し,小 型 コンピュータによ

って十分精密に衛星を制御できることを確認 した。

以上のように,基 本実験が順調に実施されていることか ら,郵 政省は,55

年度から基本実験参加機関以外の機関の参加も得て,CS応 用実験 として,

衛星通信システムの技術要件及び運用要件に関する実験,衛 星通信技術の開

第2-7-3表CS応 用実験候補項目

項 目 実 施 機 関

1公 共業務用衛星通信システムに関する実験

(1)警 察業務用衛星通信システムに関す る実

験

(2)国 鉄業務用衛星通信システムに関する実

験

∬ コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー クに 関 す る実 験

電波研究所,警 察庁

電波研究所,国 鉄

電波研究所,電 電公社,

東北大学及びその他の大学

皿 災罰 策用醒 通信システ・に関す・実験i電 灘 蜥 警賄 国土庁

IV衛 星通信回線の品質評価に関する実験

(1)報 道用各種情報の伝送実験

(2)電 話 回線用高速 ファクシミリの利用に関

する実験

(3)高 機能画像会議実験

(4>電 話 品質のオピニオン評価に関する実験

Vネ ットワークの接続制御に関する実験

(1)広 帯域ディジタル加入者無線方式の接続

実験

(2)ネ ットワーク制御に関する実験

(3)サ イ トダイパシティ通信実験

電波研究所,

公社

電波研究所,

日本新聞協会,電 電

電力10社

}
電波研究所(注)

電電公社

}
電波研究所(注)

電電公社

電波研究所,国 際電電

(注)電 波研究所は,主 として衛星の運用業務を行 う
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発に資するための実験等,種 々の利用形態に対する衛星通信システムの適用

性について実験を行うこととした。CS応 用実験の候補項 目及びその概要は

第2-7-3表 のとお りであり,55年 度には,警 察業務用衛星通信システムに

関する実験,国 鉄業務用衛星通信システムに関する実験,災 害対策用衛星通

信システムに関する実験及び報道用各種情報の伝送実験を実施 した。

CSの 設計寿命は3年 であるが,衛 星本体及び通信機器が良好に動作 して

いることか ら,56年 度も継続 して基本実験及び応用実験を実施 し,更 に成果

の充実を図ることとしている。

3実 験用放送衛星の運用

実験用中型放送衛星(BS「 ゆ り」)は,教 育,難 視聴対策等の放送需要

に対処するため,実 用放送衛星 システムの導入に必要な技術を開発 し,技 術

基準の確立を図ること等を目的として開発が進められてきたものである。

BSは,53年4月 に静止軌道上に打ち上げ られ,同 年7月20日 か ら郵政省

がNHK及 び宇宙開発事業団の協力を得て,各 種の実験を行 ってきた。

主な実験項 目は,① 衛星放送 システムの基本技術に関する実験,② 衛星管

制技術及び衛星放送 システムの運用技術に関する実験,③ 放送衛星電波の受

信に関する実験等で約2年 半にわた りこれ らの実験を実施 し,放 送衛星の実

用化のために極めて有効な各種のデータが得 られている。

実験の結果,衛 星放送 システムの基本技術に関する実験では,全 国各地に

おいて予定 した直径のアンテナでほぼ予想どお りの良好な結果が得 られてい

る。

また,将 来の新 しい放送 システム及び放送技術を開発するため,高 品位テ

レビ信号の伝送実験,静 止画放送信号の伝送実験,高 品質ステ レオ音声信号

の伝送実験等の特殊伝送方式の衛星回線への適合性を検討するための実験を

行い,い ずれも良好な結果が得られている。

降雨,降 雪等の気象条件下における衛星電波(準 ミリ波)の 伝搬特性につ

いては,全 国の各受信局において気象データとともに連続 自動記録によって
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データを取得 してお り,ア ンテナへの着雪による受信への影響などに関する

貴重なデータも蓄積され,逐 次解析が進められている。

衛星放送システムの運用技術に関する実験では,全 国の2か 所以上の地球

局からテレビ信号を順次送出した場合,テ レビ信号の切替えが円滑に行える

かの試験を行い,ス ムーズな切替えが可能であることが実証された。

また,放 送衛星電波の受信に関する実験では,日 本全国各地において,B

Sか らのカラーテレビ信号を簡易受信装置を用いて受信 し,受 信の状況,難

視聴解消効果,受 信電界強度及び受信の技術条件などについて調査を行い,

衛星放送による難視聴地域解消に関して,極 めて有効なデータが得 られてい

る。また,太 陽雑音の影響及び構造物,樹 木,航 空機等による受信への影響

についてもデータの取得を行った。

BSに よる実験は,順 調に続けられてきたが,テ レビジョン信号を伝送す

るための トランスポンダの機能が55年6月17日 に停止 した。

その原因については,宇 宙開発委員会における調査の結果,高 出力進行波

管増幅器の高圧電源部の絶縁体に経年変化等によるき裂が生 じ,そ の部分に

放電が起 こり高出力進行波管増幅器が作動 しな くなったものと推定 されてい

る。

したが って,そ の後は衛星の軌道位置,姿 勢の制御,衛 星各部の動作特性

の確認等の衛星の運用管制技術に関する実験等を継続 して実施 している。

4電 離層観測衛星の運用

電離層観測衛星(ISS-b「 うめ2号 」)は,53年2月16日 の打 上 げ以

来3年 以上経過 し,太 陽電池発電能力が徐々に低下 してきているが,衛 星各

部の機器はすべて正常に動作 し,55年 度に鹿島局において286パ ス,カ ナダ
(注)

国 オ タワ局 において80パ スの運 用が行われ た。

衛星に とう載 された4ミ ッシ ョン機器す なわ ち電離層観測(TOP),電 波

雑音観測(RAN),イ オ ン組成観測(PIC)及 び プラズマ観測(RPT)

の機 器は地球一周 回中に約100回 の観測 を行 い,デ ータは と う載 テ ープ レコ



第2-7-4表CS・BS・ISS-b諸 元譜
目 的

軌 道

CS 1 BS 1
衛星システムを用いた準 ミリ波帯
等の周波数における通信実験を行う
こと,衛 星通信システムの運用技術
の確立を図ること,そ の他。

静 止 軌 道

東 経135度

衛 星システムを用いた画像及び音
声の伝送試験を行うこと,衛 星放送
システムの運用技術の確立を図るこ

と,そ の他。

静 止 軌 道

東 経110度

ISS-b

電離層の電離状態,電 離層上部
の環境及び空電に伴う電波雑音に
ついての世界的分布を観測するこ

と。

周 回軌 道

遠 地 点1,220km

近地 点980km

周期約105分
傾斜角69度

重 量 約340kg 約355kg i 約141kg

ミッション機器周

波数・空中線 電力

・伝送容量等

仰 角

準 ミリ波(30/
20GHz)

6系 統

1系 統 当た り

2.5W以 上

日本本 土

マ イ ク ロ波(6

/4GHz)
2系 統

1系 統当た り
2.8W以 上
日本本土

1系 統当たり電話換

算500回 線

北海道(釧 路)
東 京
沖 縄(本 島)

約39度
約48度
約58度

14/12GHzカ ラ ーテ レビ信 号2チ ャ

ンネ ル1チ ャ ンネ ル 当た り

100W

(受 信 可 能 な ア ンテ ナ の大 き さ)

日本 本 土 の 大 部 そ の他 の 地域

分 直 径lm～ 直 径2.5m～4.5
1.6mの パ ラボmの パ ラボ ラア

ラア ンテナ ンテナ

北海道(釧 路)
東 京
沖 縄(本 島)

約29度
約38度
約53度

観 測系(a}電 離層 観 測 装 置

(b}電 波雑 音 観 測 装 置

{clプ ラズ マ測 定 器

(d}イ オ ン質 量 測 定 器
。テ レメ ト リ

136MHzIW400MHzO.7W
。ビ ー コ ン

136MHzO.1W400MHzO.07W

ア ンテ ナ

HF観 測用,VHF用,UHF

用,雑 音校 正 用

設 計 寿 命 約3年 約3年 約1.5年

打 上 げ 年 月 日 52.12.15 1
備 考

53.4.8 53.2.16

1腎 払 。。ダ。機能が停止。た.i

ヨ

佃}

メ

刈1

1

謹
ゆ

1
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一ダに記録 されて,電 波研究所鹿島支所及び カナダ国 オタ ワ市の通 信研究セ

ンター(CRC)の 地 球局 可視域 において記録時 の26倍 の速度で再生,伝 送

され る。 打上げ以来 これ までに約16万 回 の観測が行われ,貴 重 なデータが取

得 されて いる。

データの処理,解 析は,電 波研究所本所 において行われ てお り,電 離層観

測 ミッシ ョソにお いては,ト ップサイ ド ・イオ ノグラムか ら電離層臨界周波

数foF2を 読 み取 り,電 離層世 界分布図を作成,ア トラス として第3部 まで

出版 したほか,電 波雑 音観測に よ り雷放 電に伴 う空電を検 出 し,空 電発生ひ

ん度 の世界分布図を作成 した。 また,直 接測定 のイオ ン組 成観測及び プラズ

マ観測に よって衛星近 傍でのイオ ン組成,プ ラズマの密度,温 度 が 測 定 さ

れ,こ れ ら諸量 の世界分布図集第1集 が出版 されてい る。

また,電 波研究所では,国 際電離層研 究衛 星(ISIS-1,2号)の 計 画 に

当初 か ら参加 してお り,55年 度 鹿島局において379パ ス,南 極昭和基地にお

いて154パ ス のデータが取得 され,磁 気 テープに記録 され ている。記録 され

た磁気テー プには電離層サ ウンダ及びVLF(ホ イ ッスラー,コ ーラス等)

の 観測デー タが含 まれ てお り,デ ータ処理 のため電波研究所本所 に送 られ て

くる。

これか ら作 られ た トップサイ ド・イオ ノグラム(35%フ ィルム)は,内 外

の研究機 関(国 立極地研究所,カ ナダ国通信研究 センター,NASAゴ ダ ー ド

宇宙飛行セ ンター,米 国海 洋大 気庁,英 国ア ップル トン研 究所)に,ま た,

磁 気 テープ(コ ピー)は カナ ダ国通信研究セ ンターに送 られ,こ れ までに多

くの成果が発表 されている。

(注)衛 星が地球局の上空を通過することをい う。この場合,そ のうち地球局でコ

マンド又はテレメトリを行 うものをさす。

5衛 星通信の研究

(1)通 信方式

CS及 びBSに ついては,い ずれも打上げ以来ほぼ3年 の歳月が経過 し,!
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実験実施手順書に従って実用衛星通信システムを確立するために 必 要 な 伝

送,運 用,管 制等に関する基本的な実験研究が続けられている。

CSに 関 しては電波研究所鹿島支所を中心に電電公社の協力を得て各種の

通信方式の実験研究を進めている。55年 度実施 した主な実験研究としては,

FM衛 星回線における伝送方式,位 相偏移電信(PSK)衛 星回線の特性測

定,時 分割多元接続(TDMA)衛 星回線における特性試験,小 局用TDMA

方式,周 波数拡散多元接続方式(SSRA)衛 星回線特性の測定等の実験研究

を実施 し良好な結果を得た。また,コ ンピュータ ・ネットワーク実験,更 に

警察庁,国 鉄,新 聞協会等の外部機関が参加して行 う公共業務用衛星通信実

験や,災 害対策衛星通信実験の応用実験も行 った。

BSに ついては,NHK及 び宇宙開発事業団の蕩力により実験研究を行っ

ていたところ,55年6月TWT増 幅器に不具合が発生 し,テ レビジョン放送

実験を継続することはできな くなったが,衛 星本体に残された機能(テ レメ

トリ電波等)を 利用 して,電 波伝搬,降 雨散乱,衛 星の機器特性,管 制技術

等の実験を実施 してきた。 また,応 用実験に関する計画書,手 順書や トラソ

スポンダ不具合に伴 う今後のBS実 験計画について検討した。

(2)管 制

郵政省電波研究所鹿島支所では,人 工衛星の運用管制技術に関する実験と

研究を行ってきたが,実 験用中容量静止通信衛星(CS)及 び実験用中型放

送衛星(BS)の 管制に関 しては,既 に習得 した基礎技術 に 加 え て,小 型

で,高 精度の衛星軌道決定プログラム(KODS)の 開発を行い,運 用並びに

管制実験に用いている。このほか,CSに よる管制実験では,主 局(鹿 島支

所)の1局 による測距データと,ア ンテナ塔の日射による変形量を補正 した

Kバ ン ドの角度データを併用 した方法,あ るいは,衛 星を経由して子局(鹿

児島県山川)で 折返した簡易な二局による測距の方法等によって,高 精度な

軌道決定,軌 道保持の実験研究を継続 して行 った。ところで,現 在の保持範

囲は,±0.1度 であるが,こ れを更に ±0.02度 まで高める東西方向の超精密

軌道保持実験を行い成功した。今後,南 北方向についても同様な試みを行 う



一316一 第2部 各 論

予定である。

CSは スピン安定衛星である。この性質を利用 して,地 上か らの管制 コマ

ン ドにより衛星の姿勢を1度 倒 し,か つ,と う載 されている機械的デスパン

アンテナを東西方向に約 ±1度 振って,地 上の数か所で受信 した強度をもと

に,衛 星アンテナのパターンを昨年に続き測定 し,有 益な資料を得ることが

できた。 このような測定例は世界でも少ない。

BSに ついては,放 送 という性格上,地 上での受信 レベルの安定性が重要

であ り,BSの 衛星正常時のデータを解析 して,三 軸静止衛星の場合の レベ

ル変動の要因をまとめた。その結果は,BS-2以 後の三軸静止衛星に反映

して行 くことになっている。また,今 後,BS管 制実験の一環 として姿勢制

御やアンテナパターンの測定に関する実験を予定 している。さらに,低 高度

の移動衛星を対象として,デ ータ中継を効率的に行 うため,静 止衛星を中継

局 として利用する追跡型中継衛星システム(TDRSS)に ついての調 査,研

究も前年度に引き続 き行った。

(3)高 精度姿勢検出及び制御

衛星通信,科 学探査等の分野における通信需要の増大 と通信形態の多様化

に伴って,宇 宙通信にもミリ波帯の高利得アンテナやマイクロ波帯のマルチ

スポットアンテナが用いられるようになると,電 波のビーム幅が狭 くなるの

で,従来以上に精度のよい姿勢検出と制御が必要となる。高精度の姿勢制御が

できれぽ電波 ビームを狭めることにより,周 波数の空間的再利用が可能 とな

るので,電波の有効利用にもつながる。また,宇宙空間での光通信や静止衛星

か らの高分解能での地球観測も可能 とな り,種 々の波及効果が期待できる。

このため,シ ステムの室内基礎実験を51年度か ら始め,そ の有効性が確か

められた一方,宇 宙開発事業団(NASDA)の 協力を得て,57年 度打上げ予

定の技術試験衛星皿型(ETS一 皿)を利用して レーザ光の伝搬特性を含めた

システムの基礎実験を行 う予定であ り,そ の地上施設の整備を進めている。

(4)ミ リ波通信

ミリ波電波は,広 帯域大容量情報伝送装置の小型軽量化に適す る と と も
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に,ア ンテナ ビームの尖鋭化が 容易になるなどの特徴を持っている。 これ

らの長所を生か して,増 大する通信需要に対処 し,現 用周波数帯の通信需要

の過密化による各種無線通信業務間での干渉問題を解消するため,未 利用周

波数帯であるミリ波帯電波の有効利用と,そ の技術開発を進めている。 ミリ

波電波の利用で最大の障害は,気 象環境による影響,特 に,降 雨による減衰

が大きい。従って,地 上回線に比べ降雨域の通過距離が短い衛星通信回線に

は,ミ リ波の利用が有望であると考えられている。 ミリ波を衛星通信に利用

するためには衛星通信回線における伝搬特性を詳細に究明する必要がある。

そのため,郵 政省電波研究所では,新 方式の降雨レーダを同所鹿島支所に設

置 し,技 術試験衛星H型(ETS-Hrき く2号 」:52年2月 打上げ)を 利

用 した ミリ波等(34.5GHz,11.5GHZ,1,7GHz)に 関する伝搬実験を1年

間(52年5月 か ら53年5月 まで)に わたって実施してきた。この実験により

通信回線の設計等に重要な意味を持つ減衰の累積確率,継 続時間率等が求め

られ所期の目的を達成した。その結果 を基 に実験用静止通信衛星(ECS

「あやめ」)に よる ミリ波利用衛星通信実験を行 うよう準備を進めてきた。E

CSは54年2月,ECS-bは55年2月 に打ち上げられたが,と もに打上げ

後の静止軌道への投入に失敗 し,実 験研究は不可能 となった。 このような状

況から54年度は整備 した ミリ波地上施設利用によるシミ_レ ーション実験を

行い,ミ リ波地上装置に関する多 くの貴重なデータを取得 した。さらに,E

CS代 替実験として,55,56年 度は,電 波研究所鹿島支所及び平磯支所にお

いて,ミ リ波帯電波利用で不可欠なサイ トダイパ シティ通信技術の確立を目

指 して,実 験用中容量静止通信衛星(CS「 さくら」)を 利用 した 無瞬断情

報信号切替えに関する実験研究を進めるとともに,各 種通信方式の適応性,

ミリ波による降雨散乱特性,そ れによる ミリ波帯電波の干渉効果の検討及び

ミリ波等太陽電波の観測に関する実験研究を進めている。 この実験研究によ

りミリ波帯電波利用による衛星通信技術の基礎を確立 し,次 期 ミリ波帯衛星

における実験に資する予定である。
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(5)小 型船舶 ・航空機等との通信(航 空 ・海上技術衛星(AMES))

洋上にある船舶,航 空機 との通信には,主 として短波帯の電波が利用され

ている。 しかし,こ れ らの周波数帯は,電 波伝搬の状態により,回 線が不安

定であるため,デ ータ通信等新たな通信需要にこたえることが困難であり,

また,通 信量の増大に対処することが周波数的に困難であることから,船 舶

通信,航 空管制通信等においては,衛 星通信により安定かつ高品質な回線を

確保するシステム,す なわち,海 事衛星,航 空衛星が検討され,一 部利用さ

れ始めている。

さらに,我 が国においては,小型船舶 ・航空機等 との通信をね らいとして,

小型アンテナでも受信可能な航空 ・海上技術衛星(AMES)の 技術的な検討

が進められてお り,郵 政省ではこれらに対処するため電波研究所において,

53年度は通信系 システムについて種々の検討を進めるとともに衛星とう載用

トランスポンダBBM(ブ レッドボー ドモデル)の 試作及び検討を行つた。

54年度においては,AMES衛 星模擬装置及び船上設備の試作等を行った。

55年度においては,ト ランスポンダシステム設計,高 能率直線化電力増幅

器,航 空機地球局用ブェーズ ドアレイアンテナ等の開発を行 うとともに,L

一バ ンド電波による海上伝搬,通 信実験を行 った。56年 度においては,低 歪

率高電力増幅器,低 雑音増幅器の開発を行 うほか,航 空機用アンテナの実験

を行 う予定である。

(6)コ ンピュータ ・ネットワーク

情報化社会の進展及び情報処理技術の発展に伴い,低 トラヒックユーザの

数が増加 し,さ らに,一 つの端末で多数のコソピュータと通信 したいとの要

望がでてきている。

郵政省電波研究所では多数の低 トラヒックユーザに対 して柔軟な結合が可

能で,か つ,回 線の有効利用が図れ るネッ トワークを提供するために,衛 星

利用コシピュータ ・ネットワークの研究を進めている。55年 度は,小 型の地

球局を設置した多数の低 トラヒックユーザが,準 ミリ波帯SCPCチ ャンネル

を用いて,中 央のコンピュータを使用する集中型 コンピュータ ・ネットワー
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クの基礎資料 を得 ることを 目的 として,衛 星利用 コン ビ蚤一タ ・ネ ッ トワー

ク実験 システムを開発 した。 この実験 システムは,セ ンタ局1局 とユーザ局

(小型SCPC局)2局 で構成 されているが,ソ フ トウ西アに よ り,30局 まで

の ユーザ局で構成す るネ ットワー クを シ ミュ レー トす ることがで きる。

(7)衛 星 の最適配置に関するソ7ト ウェア

衛星通信の発展 に伴 い,静 止軌道上 の通信衛星 の数は増加 し続 けている。圏

軌道の有効利用 を図 る うえか ら,で ぎるだけ狭い軌道 間隔で衛星 システム間

の干渉規格を満足 させ ることが望ま しい。

国際電電及び電電公 社は,任 意の許容 しうる干渉量 のも とで軌道上の全衛

星 の平均的軌道間隔を最小にす る最適化 のプ ログラム 「ORBIT(国 際 電電),

SATPOS(電 電 公社)」 を開発 した。

また,国 際電電は,所 定 の軌道間隔にある衛星の使用す る電波の干渉量 が

最 小 となるよ う,搬 送波 の周波数配 置を最適化す るプログ ラム「CAP-23」

を 開発 した。

(8)静 止 衛星による時刻及び周波数標準 の供給

高精度 の時間 と周波数 の標準及び遠隔地間での時計精密同期が最近の基礎

科学,通 信,運 輸,測 地,地 震予知,宇 宙科学等の各分野 で必要 とされつつある。

この情勢 の下で,時 刻及 び周波数の国家標準を いかに精 度 よく,広 い地域

の一般 利用者に供給 し得るかが重要な問題 となっている。 従来 の地上電波に

代わ り,静 止衛星を用いた標準供給方式は広域性,通 信の質,供 給精度並び

に実現可能性 の観点か ら最適 と考え られ る。

電波研究所は,53年 以 来,実 験用中型放送衛星(BS「 ゆ り」)を 用い,そ の

テ レビジ ョン信号を利用 した時計比較及び周波数標準 の供給 システムについ

て検討 と実験を行い,簡 易な受信装置によ り0.1μSの 時計比較精度 と,周 波

数では2×10-loな い し1x10覗 の高精度利用が実現で きることを確めた。

また,55年 度 には テ レビジ ョン信号に標準時刻情報 を コー ド化 して 重 畳

し,こ れを簡単 な受信ア ダプタで復調す る と標準時の表示 のほか,秒 パルス

及 び標準周波数 出力 も得 られ るシステ ムを開発 し,実 験用中容量 静止通信衛
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星を用いて実験を行 い,国 内全域にわた り0.1～10μSの 高精度 で標 準時の

供給が可能 とな る見通 しを得 た。

6宇 宙通信の実用化の促進

我が国の宇宙開発は,基 礎固めを重点 とした段階を終え,今 後は,実 利用

の多様な計画を推進すべき時期に至 っている。52年12月 に実験用中容量静止

通信衛星(CS)が,ま た,53年4月 に実験用中型放送衛星(BS)が 打ち

上げられ,各 種の実験が実施されてきたが,そ の成果を踏まえるとともに,

通信,放 送分野における衛星の実利用に対する強いニーズにかんがみ,実 用

通信衛星及び実用放送衛星の開発が推進されている。

(1)通 信衛星2号(CS-2)計 画

通信衛星は,① 地上の災害の影響を受けに くいこと,② 地理的障害に左右

されず遠距離,広 域通信が可能であること,③ 通信量の時間的及び場所的変

動に対する適応性に富むことなどの特徴を有する。このため,通 信衛星は,

非常災害時における通信の確保,離 島,辺 地等との通信回線の設定等に有効

であ り,ま た,将 来は衛星の大型化に伴い,同 報通信及び統合ディジタル通

信等の新たな分野への利用が考えられる。

通信衛星2号(CS-2)は,我 が国初の実用通信衛星であ り,57年 度に

本機(CS-2a)を,58年 度に予備機(CS-2b)を 打ち上げることと

している。CS-2は,基 本的には,CSと 同規模,同 性能の衛 星 で あ る

が,CSの 開発成果を活用するとともに,N-Hロ ケットに適合 させ る ζ

と,寿 命を5年 目標 とすること,WARC(世 界無線通信主管庁会議)に おい

て決定された技術基準に適合させることなど所要の改修を行いなが ら開発が

進められている。CS-2は,非 常災害時における通信の確保,離 島との通

信回線の設定及び臨時回線の設定等を目的 として,電 電公社の公衆通信及び

行政機関等の公共業務用通信に利用することとしている。

(2)放 送衛星2号(BS-2)計 画

放送衛星は,1個 の衛星により高仰角で広い地域をカパーできるとい う特
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徴 を有する ことか ら,テ レビジョン放送の難視聴解消等に有 効 で あ り,ま

た,将 来は,医 療,教 育等の専 門放送や高品位テ レビジ ョン放送等への利用

が考え られ る。

放送衛星2号(BS-2)は,我 が国が開発す る初 の実用放送 衛 星 で あ

り,58年 度 に本機(BS-2a)を,60年 度 に予備機(BS-2b)を 打 ち

上げ ることとしている。BS-2は,基 本的には,BSと 同規模,同 性能の

衛星であるが,BSの 開 発成果 を活用す るとともに,N-Hロ ケ ッ トに適合

させ ること,寿 命は5年 を 目標 とす ること,WARCに お いて決定 された技

術基準に適合 させ ることな ど所要 の改修を行 いなが ら開発 が 進 め ら れてい

第2-7-5表CS-2,BS-2の 概 要

謎1 CS-2 BS-2

目 的

静止軌道位置

重 量

(静止軌道上初期重量)

トラ ンス ポ ンダ数

伝 送 容 量

空 中 線 電 力

サ ー ビス エ リア

設 計 寿 命

通信衛星に関する技術開発

公共業務用通信

国内公衆通信

本 機(CS-2a)東 経130度

予 備機(CS-2b)東 経135度

約350kg

8台(マ イ ク ロ波 帯2台,準 ミ

リ波 帯6台)

電 話 換算

約4,000チ ャ ンネ ル

マ イ ク ロ波 帯2.8W以 上

準 ミ リ波 帯2.5W以 上

マイクロ波帯 日本全土

準 ミリ波 帯 日本本土

放送衛星に関する技術開発

NHKテ レビジョン放送の難視

聴解消等

本 機(BS-2a),予 備 機(BS

-2b)と も東経lIO度

約350kg

2台(い つ れ も14/12GHz帯)

カ ラ ー テ レ ビ ジ ョ ン

2チ ャ ン 不 ル

100W

日本全土(日 本本土の中央部に

おいては直径約lm,小 笠原諸

島等の離島において は直 径 約

4.5mの パラボラアンテナにて

受信可能)

3年 以上5年 を目標 4年 以上5年 を目標
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る。BS-2は,辺 地や離島におけるNHKテ レビジョン放送の難視聴解消

に利用することとしているほか,非 常災害時における放送の確保のための利

用も期待されている。

(3)第 二世代の実用通信衛星及び実用放送衛星

60年代の前半には,CS-2及 びBS-2の 寿命を考慮すると,第 二世代

の実用衛星として,通 信衛星3号(CS-3)及 び放送衛星3号(BS-3)

の打上げが必要となる。このため,郵 政省は,CS-3及 びBS-3の 利用

の在 り方に関する基本的な考え方についての調査研究を行 うことを目的 とし

て,55年6月,電 波利用開発調査研究会の下に学識経験者から成る実用衛星

部会を設置 した。実用衛星部会では,CS-3及 びBS-3に ついて,利 用

の促進を図るべき分野及び促進を図るための方策についての調査研究が進め

られている。

(4)通 信 ・放送衛星機構

実用通信衛星及び実用放送衛星の利用の推進に当たっては,静 止軌道及び

宇宙通信用周波数の有効利用,資 金及び技術力の集約化並びに実用衛星の管

理,運 用等を一元的かつ効率的に行 う機関を設立する必要があることから,

54年8月,通 信 ・放送衛星機構法に基づき,郵 政大臣の認可を得て通信 ・放

送衛星機構が発足した。

機構の主要業務は,① 通信衛星及び放送衛星を他に委託 して打ち上げるこ

と,② 通信衛星及び放送衛星の位置,姿 勢等を制御すること,③ 通信衛星及

び放送衛星にとう載された無線設備を,こ れを用いて無線局を開設する者に

利用させることである。

機構の資本金は,55年 度末現在で18億 円であるが,58年 度までに約68億 円

に増資される計画であ り,衛 星管制センターの建設に充当され る予 定 で あ

る。この資本金は,政 府及び政府以外の者が50%つ つの割合で出 資 して お

り,政 府以外の出資者は,電 電公社,NHK及 び国際電電となっている。

衛星管制センターの建設については,54年 度に取得 した用地の造成,局 舎

の建設及び通信衛星管制施設の整備に着手した。また,衛 星の打上げ委託に



第7章 技術及びシステムの研究開発 一323一

つ いては,CS-2の 打 上げについて54年 度 に宇宙開発事業 団に 委 託 し た

が,55年 度 は,BS-2の 打 上げにつ いて委託 した。

第4節 電磁波有効利用技術

1陸 上移動業務の狭帯域化通信方式

近年,我 が国におけ る社会活動 の多様化,広 域化に伴い陸上移動通信の需

要は,増 加の一途 をた ど り,特 に,VHF帯 及 びUHF帯 陸 上移動業務用周

波数の需要の増大 は著 しく,当 該周波数帯における需給の関係はひっ迫 して

きている。 この ような状況に対処す るため従来セル コール方 式の導入,集 中

基地方式の採用等 によ り周波数の有効利用を図ってきた ところであるが,さ

らに,今 後の需要増に備えた新 たな狭帯域化通信方式の開発 等,周 波数の一

層 の有効 利用 を図 る必要に迫 られ ている。

このため,51年3月 電波技術審議会に対 し,rVHF,UHF帯 に おけ る

狭帯域化通信方式」について諮問が なされた。 同審議会は,51年 度 か ら4年

間にわた り主 として,400MHz帯 に おける 狭帯域FM通 信方式 につ いて審

議を行い,チ ャンネル間隔を現行の25kHzか ら12.5kHzに 縮 小 した狭帯

域化方式 に関す る技術的条件につ いて結 論が得 られたので,55年3月 一部答

申を行 った。

55年 度は,そ の他の狭帯域化通信方式について継続審議を行い,そ の うち

リンコンペ ックスに よるSSB通 信 方式に関 しては,耐 フェージ ング特性,

耐 雑音妨 害特性及び近接波 干渉等を対象 として,室 内 シ ミュレーシ ョンに よ

り種 々の条件の下 での オピニオ ン評価試験等 を行 うとともに,室 内実験結果

を確認す るための野外実験 を実施 し,そ の技術的条件について,結 論が得 ら

れ た。 これに よ り狭帯域化通信方式に関する諮問に対 しては,す べての審議

事項にっいて,結 論が得 られ たので56年3月 完結答申がなされた。

同答申の うち,リ ンコンペ ックスに よるSSB通 信方 式の概要は次の とお
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りで ある。 リンコンペ ックスは,元 来短波無線電話におけるSSB通 信 方式

の品質改善を 目的 として,開 発 された ものであるが,諸 実験 の結果,VHF

帯 にお いてもフェージ ングに強 く,か つ,低 受信電界時の雑音特性 に優れ る

な どの利点を有 しているこ とが確認 され,VHF,UHF帯 に おけ るSSB

通 信 方式 の改良方 式 として最 も実用 レベ ルに近 く,狭 帯域FM通 信 方式 に次

ぐ有望 な狭帯域通信方 式 として,そ の実用化が期 待 される ところである。次

に主 な技術特性等について述べ る。

(1)送 信 部

ア.適 用周波数 帯

UHF帯 に つ いては,周 波数安定度 などの点か ら,適 用は難 しく,60

MHz帯,150MHz帯 等VHF帯 が 適 当で ある。

イ.周 波数間隔

室 内及び野外伝搬 に よる干渉特性 などの実験結果に よ り,周 波数 間隔

は約7kHzが 適 当で ある。

ウ.変 調方式

陸上移動無線特有の深 くて早 いフ 肖一ジングにおけ る自動制御機能 を

考慮 し,低 減搬送 波方 式 とす る。

エ.周 波数安定 度

60MHz帯 で ±3.5×10-6,150MHz帯 で ±1.5×10-6程 度 とする

のが適当であ る。

オ,占 有周波数帯幅

音声 の自然性や選択 信号な どの十分 な伝送 を考慮 し,3.6kHz程 度 と

す るのが適当であ る。

カ.隣 接 チャンネルへの漏 えい電力

隣接 チ ャンネル周波数におけ る希望波 の電力減衰量を60dBと す るの

が適 当で ある。

② 受信部
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ア.局 部発振器の周波数安定度

60MHz帯 で ±3.5×10-6,150MHz帯 で ±1.5×10冒6程 度 とす る

のが適当である。

イ.感 度

2μV(12dBSINAD法)と するのが適 当である。

ウ.通 過 帯域 幅

3dB低 下 幅 とし,3.8kHzと す るのが適当である。

エ.隣 接チ ャンネル選択度

60dBと す るのが適当である。

㈲ リンコンペ ックス部

ア.振 幅制限 レベル

基準入力 レベル よ り10dB高 い値 とす るのが適当である。

イ.音 声 チャンネル圧縮範囲

振幅制限 レベルか ら40dBの 範 囲 とす るのが適当である。

ウ.制 御 チャンネルの周波数偏移の範 囲

無変調時の周波数か ら低域側に160Hzと す るのが適 当であ る。】

エ.周 波数利用効 率

周波数利用効 率に大 きな影響を与 える同一チ ャンネル干渉比及び隣接

チ ャンネル干渉比は,現 行FM通 信方式 と同程度以上 得 られ る こ とか

ら,周 波数間隔の縮小分をその まま周波数利用効率の向上 に役立て るこ

とがで きる。例 えば,60MHz帯 及 び150MHz帯 に おける現行FM通

信方式 の周波数間隔をそれぞれ2分 割,3分 割 して本方式 を適用す るこ

とは十分可能である。

2コ ー ドレス電話方式

社会生活の多様化により,各 種の電話サービスが導入されているが,室 内

を自由に持ち運ぶことができて,か つ,普 通の電話機 と同様に使用すること
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がで きる,電 話機 と ローゼ ッ トの問の有線部分を無線化 した,い わゆ る コー

ドレス電話 に対す る要望が高 まって きた ことか ら,郵 政省では,55年 に 電電

公社に対 し,コ ー ドレス電話用 無線 局の開設 の許可を行 った。

コー ドレス電話は,単 独電話,事 業所集団電話,内 部通話用電話,着 信用

電話等 の附属電話機及び構 内交換電 話の内線電話 の附属電話機 として使用で

きるもので,コ ー ドレス電話用接続装置 とコー ドレス電話機で 構 成 さ れ,

第2-7-6表 コー ドレス電話方式の概要

項 目 諸 元

構 成1・ 一 ・・ス騙 用接続媚 及び・一 ・・ス電話機

使 用 周 波 数i25・M・ ・帯及び …M・ ・帯

変 調 方 式1位 相変調(最 大周波数偏移 ・・kH・)一
通 話 方 刈 同時送難 方式

通 話 品 質
無線 区 間S/N=40dB以 上 。S/N=40dB以 下 で は ス ピー

カに接 続 しな い。

ゾー 備 劇 低層 150m×150m 高層300m×300m

移 動 範 囲

誤 接 続 対 策

呼 出 音

電 源

重 量

コー ドレス電話用接続装置を中心にして無線区間S/N=40d

B以 上確保できる範囲(通 常20m程 度)

各接続装置と電話機間に固有の制御信号(帯 域内 トーン信号を

使用)を 設け,誤 接続及び不正使用の防止を行う。

1,336Hzの トー ンを16Hzで 断 続

コ ー ドレス 電 話用 接 続 装 置AC100V(停 電時 は 内蔵 電 池 で約1

時 間 使 用 可能)

コー ドレス電 話機DC3,0V(単1型 乾 電 池2本 で約1ケ 月使 用

可能 。 た だ し,1日10通 話,1通 話3.5分 と して)

コー ドレス電話用接続装置

コー ドレス電話機

約1.5kg

約2.1kg

(600A形,600P形)
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250MHz帯 及 び400MHz帯 の 周波 数を効率的に使用す ることに よ り公衆通

信業務 と して十 分な通信品質を確保 している。 その主 な諸元を第2-7-6表

に示す。

電電公社は,55年 度,東 京,横 浜,名 古屋,大 阪地区の16都 市でサー ビス

を開始 してお り,56年 度 中には全国57都 市 へのサー ビス拡大を計画 してい

る。 さ らに,使 用者か らの コー ドレス電話機 の小型軽量化をは じめ とした要

望 に対処す るとともに,一 層,周 波数利用効 率を改善す るマルチチ ャンネル

ア クセス機能を有する新形 コー ドレス電話機 の開発が進 め られ ている。

3MCAシ ス テ ム(MultiChannelAccessSystem)

社会 活動 の多様化,高 度化 に伴 い陸上移動通信 に対す る需要 は著 しい伸び

を示 してお り,特 に貨物 自動車輸送,製 造 ・販売業な ど各種業務における需

要 は潜在需要 も含めて極めて大 きいと考え られ る。

一方
,陸 上移動業務用の周波数は極端にひ っ迫 している現状か ら,こ れ ら

の需要 に こたえ るため,よ り一層 の周波数の有効利用 を図 り得 る施策を講ず

る必要 がある。

その一方策 と して,複 数チ ャンネルを複数の加入者が共用す る通 信 システ

ムであ るMultiChannelAccessSystem(以 下 「MCAシ ス テム」とい う。)

を 採用すれ ば,個 別 チャンネル占有又は共用通信方式 に比べ て大量の トラピ

ックを処理す る ことが可能であ り,周 波数を有効に利用す るこ とがで きると

考え られる。

この システムの導入に当た っては,我 が国 の陸上移動通信の実状 を十分反

映す る必要があるこ とか ら,各 種MCAシ ス テムの調査,最 適 システムの検

討及び利用者の希望 条件等の調査 ・研究 を財 団法人移動無線セ ンターに依頼

した。その調査結果 か ら十分実用に供 し得る見通 しが得 られれぽ,免 許処理

方針等策定 の上,早 期 に導入す る方針である。

なお,こ のMCAシ ステ ムの基本的な考え方 は,800MHz帯 の周波数を

用いる大 ゾー ソ方式であ り,1シ ステ ム当た りの規模 としては,制 御チ ャソ
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ネルを含め最大16チ ャンネルで約5,000局 の 移動 局を収 容す ることを予定 し

て いる。

4自 動車公衆無線電話方式

電電公社では,44年 ごろか ら800MHz帯 を使用する小容量の自動車電話

方式の研究を開始 し,53年10月 には実験局を開設 して総合動作試験,通 話品

質試験,信 頼度試験等の各種の実用化試験を経て,54年12月 に東京23区 にお

いて初めて自動車公衆無線電話のサービスを開始 した。引き続 き55年11月 に

大阪地区,56年3月 には東京周辺地区でもサービスを開始 し,加 入者数 もサ

ービス開始以来順調な伸びをみせ,55年 度末には6,406加 入に達 している。

さらに,56年 度にはい り大阪周辺地区において サー ビスが開始され,年

度末には名古屋地区においてもサー ビスが開始される予定であ り,57年 度

以降逐次地方都市にも拡大 していく計画である。 電電公社は,こ の地方都

市への拡大に対処するため中小都市用に適 した方式の 開発を 進め,55年9

月から,仙 台地区において現場試験を行っている。 この方式は,基 本的には

現在の方式 と変わ らないが,交 換機,基 地局設備等の経済化を図ったもので

ある。

5マ イ クロ波着陸装置(MLS)

現在,航 空機が空港に着陸する際,最 終進入及び着陸援助施設 として計器

着陸装置(ILS)が 広 く利用されているが,航 空交通量の増大,空 港及びそ

の周辺の過密化に伴い,安 全上,騒 音対策上等種々困難な問題が生 じるよう

になってきている。

MLSはILSに 代わ り,こ れ らの問題を抜本的に解決するものとして各国

で開発が進められているもので,米 国では既に一部実用化されてお り,ス ペ

ースシャトルの着陸誘導にも利用されている。我が国においても既に実験局

が4局 開設され,基 礎実験及び実用化実験が行われている。

システムの概要は第2-7-7図 に示 した とお りであ り,5GHz帯 のマイ
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ク ロ波(5,031.0～5,090,7MHz間 に300kHz間 隔 で200チ ャ ン ネル が予

定 され ている。)を 利用 して薄い ファンビームを左 右及 び上下に時分割 で 走

査 させ,こ れを航空機上で受信 し,△Tか ら滑走路に対す る自機 の方位及び

仰角を連続 的に測定す ることに よ り,精 度 の高 い着陸誘導 を行 お うとす るも

のである。

MLSに は,主 に次の よ うな特徴 がある。

(1)直 線 の進入 コースが一つに限 られ るILSに 比 べて,誘 導覆域が滑走路

の中心線 の延長線上左右40。,通 達距離20NM(海 里)と 広 く,同 覆域 内

において曲線 を含めて任意の進入 コースが選定で きるため,空 港周辺空域

の有効利用に よる安全性の確保,人 口密集地域 の上空通過回避に よる騒音

公害 防止,航 空燃料の節約等 が図れ ること

(2)所 要 の運用要件を満たす ために広大な 平坦地を 必要 とす るILSに 比 較

して狭 あいな空港において も十分 な精度の着陸誘導が期待で きる こと

㈲ 同時 に多数の航空機 に対 してサ ー ビスが可能 となるほか,将 来全 自動着

陸へ の発展が期 待で きること

(4)高 角度進入誘導が可能 であることか ら将来発展が予想 され るSTOL機,

ヘ リコプター等に もサ ービスが可能である こと

なお,MLSの 開 発状況が既 に述べた とお り実 用化段階に入 っている こと

か ら,国 際的 な標準化作業が国際民間航空機 関(ICAO)に お いて 急がれ て

お り,現 在,MLSの 基 本 システムである角度誘導機能 に関す る標準勧告方

式がほぼ固まったほか,1995年 を 目途 とす るILSか らMLSへ の 移行計画

が勧告 され ている。

6衝 突防止装置(CAS)

航空交通量の激増により,近 年,航 空機相互間の空中衝突の危険性が増加

してきているのに加えて,航 空機の高速化に伴いパイロット自ら衝突防止機

能を果たすことは,人 間の視認判断による回避操作にも限界があることから

極めて困難な状況になってきている。



一330一 第2部 各 論

CASは,こ のよ うな背景か ら,航 空機相互間 の空 中衝突を未然に防止す

るため,各 国 で開発が進め られてい るものであ り,我 が国 において も46年7

月30日 全 日空 ボーイソグ727と 自衛隊のF86が 雫 石上空 で空 中衝突 して161

人 の死者 を出す大事故を契機 として本格 的な開発 が始 め られ ている。

第2-7-7図MLSの 概 念図及び角度測定原理説明図
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第2-7-8図CASの 概 念 図
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CASは,今 日まで種 々の方式 の ものが開発 され てきてい るが,昨 今の世

界的な動向 としては,航 空交通管制 に利用 されている二次監視 レーダ(SSR)

を基 礎 と したB-CAS(Beaconbased-CAS)が 主 流 となってきてい る。

これは第2-7-8図 に示 した よ うに,SSRと 同 一の周波数を 使用 して自

機に接近す る航空機 に対 し質問信号を発 し,相 手機のATCト ラ ンスポ ンダ

か らの応答信号を受信 して,こ の応答遅延時間等か ら相手機 の位置をは握 し

よ うとす るもので,必 要 に応 じてパイ ロッ トに警報を発す る もので ある。

この方式 の特徴は,自 機がB-CASを と う載 していれ ば,ATCト ラ ンス

ポンダを とう載 している航空機に対 し有効 に機能す ることか ら,漸 次導入が

可能であること,既 存 のSSRと コンパテ ィビ リテ ィを有する こと等が あげ

られる。

このほか,SSRを 改 善す るもの として,米 国が中心 とな って開発が進め

られて いるDABS(DiscreteAddressBeaconSystem)も,地 上 の レーダ

では握 した航空機の位置情報をデ ータ リンクを介 して航空機に衝突警戒 メッ

セ ージを伝送す ることに よ り容易に衝突防止機能を持たせ ることが可能であ

り,世 界的に注 目されている。
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7マ イ クロ波通信方式

公衆通信用 マイ クロ波多重通信回線は,29年 に4GHz帯 で電 話360ch又 は

白黒 テ レビジ ョン1chを 伝 送す る方式が開発 され て以来,現 在 までに2,4,

5,6,11,15及 び20GHz帯 が 使用 され るに至 っている。 これに伴い1無

線チ ャンネル当た りの伝送容量 も着実に増大 し,54年 度 には4及 び5GHz帯

(搬送周波数間隔40MHz)に お いて電話3,600chを 伝 送す る方 式が実用化 さ

れ,51年 度 に実用化 された6GHz帯(搬 送周波数間隔29.65MHz)と 合 わせ

て,1ル ー ト当た りの電話約6万chの 伝 送が実現 した。 これ らは空中線系

の交差偏波識別度,受 信機雑音指数及び送受信機の直線性の改善,送 信出力

の増大等に よ り,無 線搬送波周波数間隔が周波数分割多重化 したベ ースパ ン

ドの最高変調周波数の2.3～2.4倍 に まで縮小 し,周 波数の有効利用を図 った

もので ある。 また,6GHz帯 で,1無 線 チ ャンネル当た り電話5,400chを 伝

送す るSSB方 式 の導 入について詳細 な検討が行われ ている。一方今後,増

加す ると予想 され る大容量 のデ ィジタル伝送路 の需要 に対 しては,長 距離幹

線系用 として20GHz帯 で,1無 線 チ ャンネル 当 た り400Mb/s(電 話 換算

5,700ch)を 伝 送す る方 式が実用化 され ているが,5GHz帯 に お い て16値 直

交振幅変調を用 いたデ ィジタル無線方式 の伝送実験が行われ てお り,56年 度

においても引 き続 き正規反 射波の強 い海上 区間において伝送実験等 を行 い,

実 用化 のため の基礎資料を得 ることとしている。

一方
,マ イ ク巨波多重通信方 式は,治 安維持,行 政,公 益事業等 の分野で

も広 く利用 され ているが,今 後 も社会活動の高度化,複 雑化 に伴 い,そ の利

用は増大 し,ま た,通 信内容 もデータ通 信,画 像 通信等多様化 してい くこと

が予 想 され る。 これ ら公共事業等で使用 され るマイ クロ波 回線 の周波数帯 と

しては2,6.5,7.5,12及 び15GHz帯 で あ り,通 信容量は,電 話チ ャンネル

換算で300ch以 下 の小 中容量 回線が多 くを 占めてお り,ま た,今 後,ま す ま

すその必要性は高 まってい くと考 え られ る。 これ らの小中容量 回線 の需 要増

大に対 し,割 当周波数 間隔の縮小等,周 波数 の有効利用を図る観点 か ら,51
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年度に郵政省は,電 波技術審議会に対 し 「マイクロ波帯を使用する小中容量

多重通信方式に関する技術的条件について」諮問 したが,52年 度には現在最

も広 く使用されているFDM-FM方 式について,53年 度には最近需要増の

著 しい小容量回線に適用されるPCM-4PSK方 式等について,55年 度には

今後幹線系に導入されていくものと予想 され る中容量PCM-4PSK方 式等

について一部答申を得た。また,電 波技術審議会の審議 と並行 して,53年 度

に対向型小容量PCM-4PSK方 式について,54及 び55年度には時分割多方

向型PCM-4PSK方 式について,日 本電子機械エ業会及び利用機関の協力

を得て機器の試作,野 外実験等一連の開発実験を実施 した。この結果,十 分

実用に供せられるものであることが判明したので,こ れらの方式に関する免

許処理方針等を54及 び55年度にそれぞれ策定 し,導 入を図っ た とこ ろであ

る。

8準 ミリ波帯通信方式

社会活動の高度化にともない電気通信の需要は,ま すます増大,多 様化 し

てお り電話だけでなく,高 速データ,フ ァクシミリ,画 像通信等のための広

帯域ディジタル伝送路の需要が増大すると予想される。 したがって,無 線通

信の分野でも現在拡充を図っている長距離大容量ディジタル回線に加えて,

今後は経済的な広帯域デ ィジタル加入者無線回線の必要性が高まるものと考

えられる。

電電公社では,以 上の需要に対処するため準 ミリ波帯(25～27GHz帯)を

用いて電話局と加入者を結ぶディジタル加入老無線方式の開発を 行 っ て お

り,周 波数の有効利用,装 置の小型 ・軽量化等について研究するため実験局

を開設 した。

本方式は電話局を基地局として4つ の扇形 ビームを有する空中線を用いて

半径7km内 の事業者等の加入者に時分割多重 したディジタル信号を伝送する

ものであ り,1加 入者当た り64kb/sか ら数Mb/sま での広帯域ディジタル

信号の伝送が可能であるとともに,実 験用通信衛星 「さくら」を使ってテス
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トに成功 したDA-TDMA方 式を採用することにより,加 入者が散在 して

いても,即 応性をもって経済的に回線を設定できる特長を有 して い る。ま

た,マ イクロIC等 の技術を用いることにより,装 置の小型 ・軽 量 化 を 図

り,ビ ルの屋上あるいは屋内に容易に設置できる構造になっている。第2-

7-9表 に本方式の主要諸元を示す。

55年度は,親 局 と3局 の加入者局の回線構i成により,初 期設定,符 号誤 り

率特性の測定,衛 星回線との接続実験等を行い,良 好の結果が得 られ た の

で,56年 度は都市内において実際の運用形態に即 した回線構成で伝送実験及

び伝搬実験を行 う予定にしている。

第2-7-9表 準ミリ波帯加入者無線方式の諸元

周 波 数1準 ・リ瀦(25-27GH・ 帯)

伝 送 容 量
1無 線ch当 た り12.3Mb/s

1加 入 者 当 た り64kb/s～1.544Mb/s

サ ー ビス ・ゾー ン 基 地 局 か ら半 径7km

加 入 者 数11・ ・/(1ゾ ー ・・1無 線・h)

稼 動 率199・96%

送 信 出 力20dBm(100mW)

変 調 方 刈A・K

ア ン テ ナ

基 地 局;扇 形 ビ ー ム ア ンテ ナ

加 入 者:パ ラボ ラア ンテ ナ

30cmφ(ゾ ー ン半 径3km内)

60cmφ(ゾ ー ン半 径5〃)

130cmφ(ゾ ー ン半 径7〃)

9ミ リ波帯通信方式

年 々増加する無線周波数の利用に対処するため,既 利用周波数帯の一層の

有効利用を図るとともに,30GHzを 超える未利用周波数帯の活用のため各

種研究開発が進められている。30GHzを 超えるような高い周波数になると,

通信装置を構成す る半導体素子 として十分な性能を持ったものが得に くいこ
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とや,降 雨に よる減衰が大 き くな るといった問題がある反面,空 中線 の指 向

性 が鋭 く耐干渉性の強 い回線構成 が可能で あるとともに,占 有帯域幅を広 く

と り得 るといった利点が あるため,比 較的短距離の区間で多方 向に多数 の回

線を設定で きる可能性が ある。

こ うした中で,最 近 の半導体素子技術の急速な発達 もあ って,ミ リ波帯電

波 を利用 した通 信 システムの実用化が始 まった。56年3月,我 が 国 と して

は初 の40GHz帯(37.5～38.9GHz)の 電 波を用 いた実用局が 国 土庁 に よっ

て開設 された。 防災関係行政機 関を結ぶ中央防災無線網の一部6区 間に小容

量 デ ィジタル無線 システムとして導入 され,現 在順 調 に 運 用が 行 わ れ てい

る。本 システムの主 な諸元は第2-7-10表 の とお りで,1シ ステム当た り

6.312Mb/s(電 話換算96ch)の 伝 送容量 を持 ち,2値FSK信 号 として伝送す

るもので,ア ンテナ及び無線送受信装置は一体 となって一 つのケースに収め

られている。

第2-7-10表 ミ リ波帯小容量デ ィジタル無線伝送システムの装置諸元

項 目 内 容

周 波 数 帯

伝 送 容 量

中 継 方 式

中 継 区 間距 離

変 調 方 式

送 信 出 力

周 波 数 安定 度

受 信 方 式

中 間 周 波 数

受信機雑音指数

所 要C/N

電 源 電 圧

消 費 電 力

外 気 温 度範 囲

外 形 寸 法

重 量

37.5～38.9GHz

6.312Mb/s(電 話 換 算96ch)

検 波 再 生 中 継

200～600瓜

2値FSK

-2 .0～ 十10dBm

l×10冒4以 下

ス ー パヘ テ ロ ダイ ン

140MHz

l2dB以 下

17.6dB(誤 り率10-4,固 定 劣化6dBを 含 む 。)

-24VDC

95W

-100C～500C

670mm(H)x580mm(W)×552mm(D)

約60kg
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また,更 に高い周波数である50GHz帯 においても同様の無線伝送システ

ムの開発が進められてお り,56年 度には実験局の開設が予定 され,降 雨減衰

による回線信頼度,シ ステム構成上の諸問題について検討及び実験が計画さ

れている。

10多 重放送

多重放送は,テ レビジョン放送や超短波放送(FM放 送)の 電波の周波数

的又は時間的な 「すき間」を利用 して,別 の情報を同時に放送するものであ

り,電 波の有効利用が図られ放送 メディアの多様化が期待できる。

多重方式 としては,本 来の放送番組との間の相互妨害がな く,良 好な品質

が得 られ,し かも普及性のあることが開発の目標 となっている。

(1)テ レビジョン多重放送

信号を多重する方法として,実 用性があると考えられるものは,映 像信号

の垂直帰線消去期間あるいは音声信号の副搬送波に別の信号を重畳するもの

である。

一般受信者を対象とする多重放送 としては,現 在テレビジョン音声多重放

送,文 字放送,静 止画放送及びファクシミリ放送の4種 類が考えられている。

ア.テ レビジョン音声多重放送

現在のテ レビジョン放送の音声信号に別の音声信号を重畳 して放送するも

のであ り,テ レビジ ョン音声のステレオ化や2か 国語放送等のテレビジョソ

番組 と関連した使い方のほか,独 立 した内容の音声放送としても使 うことが

できる。

音声多重の方式 としては,電 波技術審議会が47年3月 に,両 立性,音 質及

び普及性を考慮 し,FM-FM方 式(副 音声で副搬送波をFMし,こ の副搬

送波で更に音声搬送波をFMす る方式)が 最も適当な放送方式であるとして

技術基準の答申を行ってお り,更 に視聴者に与える影響,需 要動向等を把握

し,将 来の円滑な実用化に備えるため,53年9月 以来,東 京,大 阪をは じめ

として56年7月 現在,NHK6地 区及び民放19地 区43社 のテレビジョン音声
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多 重放送が実用化試験局 として免許 され てい る。

イ.文 字放送

映豫信号 の垂直帰線消去 時間の一部に,時 刻,二 凸一ス,天 気予報,ろ う

あ者向け字幕等 の文字あ るいは簡単 な図形を重畳 して放送 し,受 信側 では ア

ダプタを付加す ることに よ り,テ レビ受信機 の ブラウン管上に,単 独に,あ

るいはスーパーイ ンポーズの形 で文字又は図形を表示す るものである。一般

的には,数 種類の情報が同時 に放送 され,受 信者側でそれを 自由に選択す る

こととなる。

文字放送の方式については,走 査方法,伝 送方法,伝 送 速度,制 御信号等

の異 なるものが開発 され,提 案 されているが,電 波技術審議会 では,こ れ ら

の方式を基に して,普 及性,発 展性,国 際性等を考慮 し,53年12月 に 「文字

放送 の方式の基本」 について答 申を行 った。 さらに,こ れ を基に,野 外実

験,室 内実験を行い,56年3月 に 「文字放送の技術基準」 につ いて答申 し

た。

ウ.静 止画放送

映像信号の垂 直帰線消去期間の一 部に静止画の信号を重畳 して放送す るも

のであ り,本 来のテ レビジ ョン放送 を映画 とすれば,静 止画放送は スライ ド

に相当す る。

また,テ レビジョン音声多重放送 と組み合わせて音声付 きの静止画放送 と

す るこ とも可能である。静止画放送 は,技 術面,利 用面 とも検討すべ き問題

が多 く残 され ている。

エ.フ ァクシ ミリ放送

現在のテ レビジ ョン放送に ファクシ ミリ信号を重畳 して放送 し,受 信者 は

ア ダプタ及び記録装置を用 いて,印 刷物 の形で情報 を得 るものであ り,フ ァ

クシ ミリ信号を重 畳す る方法 としては,音 声副搬送波 を利用す るものを開発

研究 してい る。

55年 度の電波技術審議会では,フ ァクシミリ信 号をテ レビジ 胃ン放送電波

に音声第2副 搬送 波を用 いて重畳す る場合,市 販 テ レビジ ョン音声多重受信
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機に対する両立性,フ ァクシミリ信号の漏話に対する所要SI比 及びファク

シミリチャンネルの伝送特性の検討を行った。その結果,市 販テレビジョン

音声多重放送への漏話は,大 部分の機種は許容限以上であり,半 数以上が評

価4で あり,漏 話に対する所要SI比 は,評 価4で,46～47dB,許 容限で

44～45dBで あることが判明した。

今後は,実 験仕様に基づ く送受画機を試作 し,フ ァクシミリ信号の伝送路

によるひずみと妨害の影響について検討することとしている。

(2)FM多 重放送

FM放 送に多重できる信号は,二 つに大別できる。一つは現行2チ ャンネ

ルステ レオ放送の拡大としての多チャンネルステレオ音声信号であ り,も う

一つはステレオ放送と内容を異にする信号(独 立音声信号,デ ータ信号等)

である。

ア.多 チャンネルステレオ

4チ ャンネルステレオ音声信号を重畳する場合については,電 波技術審議

会において,54年 度末までに,音 響効果,信 号対雑音比,占 有周波数帯幅,

混信保護比等の多重方式検討上の基本的事項を明らかにしている。今後は,

ステレオ放送 とは内容を異にする信号を重畳する場合との関連について検討

が行われるものと考えられる。

イ.ス テ レオ信号とは内容を異にする信号

データ信号を重畳する場合と42年度答申にあげられて い る方 式(米 国の

SCAと 同 じ方式)以 外の方式で音声信号を重畳する場合の現行ステレオ放

送との両立性を確保するための技術的条件について検討を行っている。

11ス ペ ク トラム拡散 通信方式

郵政省電波研究所は,陸 上移動通信を対象とするスペ クトラム拡散方式を

開発するために,54年 度からその適用性について調査を実施 し,本 格的な研

究を開始 した。

その結果,こ の方式を陸上移動通信に利用するには,広 帯域多重波伝搬現
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象 が初期接続 と同期保持に大 きな障害を与 えることが判 明 した。そ の具体的

解決策を取 り入れ柔軟性 をもたせ るため,種 々の設定条件 を考慮 した直接拡

散(DS)及 び 周波数 ホ ッピング(FH)の 変 復調法 と,広 帯域 フェージン

グシ ミ"レ ータ(WBFS)で 構 成 した国産 で初め ての基本 システムの・'一 ド

ウ山アを,56年 度 前半 までに完成する ことを 目標 と して進 めている。

12リ ンコ ンペ ックス通 信 方 式

郵政省電波研究所は,リ ンコンペックス方式の陸上移動通信への応用を,

48年度以来研究 し,開 発中である。51年 度の実験から,こ の方式は現行FM

方式と比較 して周波数間隔を3分 の1程 度に縮小しても,同 等の性能が確保

できることが明らかになったので,周 波数スペ クトラムを有効利用するため

の有望な方式となり得る見通しがついた。

また,実 用的見地からみれぽ,フ ェージング抑圧器で補償できない深さと

速度をもつ信号変動に応ずるAGCの 開発,周 波数の高安定化,装 置の小型

化と簡易化による低コス ト化など,解 決すべき多くの課題が残された。 しか

し,こ れ らは新回路技術等の応用で解決できる見通しを得たので,53年 度は

実回線における周波数割当て間隔の技術的諸条件に関するデータを取得する

ために,新 たに実用化を目指 して送信装置2台,受 信装置1台 の設計試作を

終了した。54年 度は,こ れ らの装置を用いて実用化に必要な技術基準に関す

る資料の調査検討を行った。55年 度は,電 波技術審議会第2部 会第4小 委員

会の調査活動の一環としての室内及び野外実験を実施 し,こ の方式の所期の

有効性を明らかに し,答 申の基本を確立することができた。

13サ イ トダイ バ シテ ィ

衛星通信では,増 大する通信需要に対処す るため,従 来使用 さ れ て きた

6/4GHz帯 に加 えて,10GHz以 上 の新 しい周波数 帯を使用す る傾向が,我 が

国 を含め て国際的に強まっている。 しか し な が ら,10GHzを 超 える周波数

帯 では,降 雨に よる電波 の減衰が無視で きな くな り,特 に,高 い周波数帯を
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使用する場合及び衛星の仰角が低 くなる場合に降雨減衰が顕著になる。

衛星通信における降雨減衰の影響を軽減する有力な方法の一つにサイ トダ

イバ シティがある。サイ トダイバシテ ィは,20km程 度以上離れた二地点間

の降雨の相関が小さいことから,そ のような二地点にそれぞれ地球局を設置

し,一 方の地球局の回線品質が降雨によって基準値を下回った場合に,他 方

の地球局に切 り替えて回線を確保す る方式である。

(1)ミ リ波帯サイ トダイバシテ ィ

郵政省電波研究所は,実 験用静止通信衛星(ECS「 あやめ」)を用いて,

約40km離 れた同所鹿島支所及び平磯支所の間で,ミ リ波帯サイ トダイバシ

ティ通信実験を計画 した。 しか しながら,衛 星を静止軌道に投入す るために

アポジモータに点火 したところ,衛 星か らの電波が途絶 し,実 験の実施が不

可能となった。 このため,設 備を改修 し,56年 度か らCSの 準 ミリ波帯を用

いてサイ トダイパシティ通信実験を行 うこととしている。

(2)14/11GHz帯 サイ トダイバシテ ィ実験

イ ンテルサ ットV号 系衛星では,6/4GHz帯 に加えてスポ ットビーム用に

14/11GHz帯 が使用される。我が国か らは,イ ンド洋衛星の仰角が低いため,

降雨の影響を受けるおそれがある。 国際電電は,イ ン ド洋V号 衛星を 対 象

に,山 口衛星通信所及び浜田国際中継所に実験 システムを設置 してサイ トダ

イパシティの各種伝搬資料の取得及び通信実験を行 うため準 備 を 進 めてい

る。

(3)サ イ トダイバシテ ィ効果

電電公社では,CS実 験の一環 として,CSの20GHz帯 の下 り回線にお

ける降雨減衰を横須賀及び横浜で測定 し,サ イ トダイパシティ効果の基礎資

料を得ている。

1440GHz以 上 の電波利用 の研究

40GHz以 上の周波数帯における電波伝搬 で は,大 気中の酸素や水蒸気に

よる吸収 とともに,降 雨による減衰を考慮する必要がある。特に降雨による



第7章 技術及びシステムの研究開発 一341一

減衰は,40GHz以 上の周波数の電波全域にわたって著しく大 きいの で,こ

の周波数帯を利用するには,降 雨減衰特性の解明が重要となっている。 これ

ら降雨強度 と降雨減衰との関係の解明に加えて,ミ リ波降雨減衰に大 きな影

響を及ぼす降雨粒径分布と降雨減衰との関係の解明も重要である。

これ らの研究を推進するため,55年 度は,ミ リ波帯電波伝搬実験装置,雨

量計ネ ットワーク,降 雨粒径分布測定装置等を含む実験システムを運用する

とともに,成 果の公表及び ミリ波帯における素子の開発の現状について調査

した。

15高 精度測位技術の研究開発

超長基線電波干渉計(VLBI)シ ステムは,電 波星あるいは人工衛星か

らの微弱な雑音電波を遠 く離れた2地 点で受信し,磁 気テープ上に時刻とと

もに精密に記録する。 この二つの受信テープの信号を相関法により比較する

と,電 波の二地点への到達時間差を高精度に求めることができる。VLBI

システムは当初電波天文の研究に用いていたが,近 年二地点間の時刻同期や

測地的応用が脚光を浴びてお り,こ れを基にした地殻変動測定,長 期的地震

予知をもた らすプレート運動の検証のほか,衛 星の軌道決定,極 運動 地球

回転,位 相ゆらぎ検出による電波伝搬など多方面の応用が期待されている。』

現在,国 内では54年か ら始まった第4次 地震予知5か 年計画に関する測地

学審議会の答申 「宇宙技術によるプレート及び地殻変動観測」の新たな要請

があ り,ま た,国 際的には非エネルギー分野の日米科学技術協力協定(55年

5月1日 締結)に 基づき,58年 から日本(電 波研究所)と 米 国(航 空宇宙

局)と の間でVLBI実 験により地殻変動などを調べることが合意された。

この計画が軌道にのれば,日 米間の距離を数cmの 誤差で測定することが期

待 される。電波研究所ではこれら内外の要請を受け,米 国システムと互換性

のある超高精度電波干渉計システム(K-3)開 発の5か 年計 画 を策 定 し

た。そして,55年 度は主 としてパ ックエンド部の開発を中心に進め,K-3

システムの開発についての見通 しを得た。
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電波研究所では従来からVLBIシ ステム開発に必要な,高 安定原子周波

数標準器や超精密時刻同期,天 体電波源や人工衛星追尾,高 速VLBIデ ー

タ処理などの技術を持ち,こ れを利用して衛星軌道及び電波の位相ゆ らぎな

どの測定のためのシステム開発を行 ってきた。 目本で最初のVLBIシ ステ

ム(K-1)に よる国内実験を,52年 電波研究所鹿島支所 と電電公社横須賀

電気通信研究所で行い,人 工衛星の雑音電波の到達時間決定誤差±5nsを 得

た。次いで,電 波の位相ゆらぎなどの測定のため,帯 域幅合成による受信帯

域の拡張,マ イクロ回線でデータ伝送を行 う実時間相関処理など,改 良した

VLBIシ ステム(K-2)を 開発 し,電 波研究所鹿島支所一 同平磯支所

間の実験で到達時間差決定誤差±0.2ns以 下を得た。

電波研究所は以上のような技術 と実績を持ってお り,現 在開発 している超

高精度電波干渉計 システム(K-3)に 寄せる内外関係者の期待は大 きい。

16電 波音波共用上層風隔測装置(上 層風 ラス ・レーダ)

の開発研究

気温高度分布 を地上か ら遠隔測定す る電 波 計 測 システム,ラ ス ・レーダ

(RASS:RadioAcousticSoundingSystem)開 発(54年 度 完了)の 実績に

立脚 して,55年 度 か ら新 たに風 向風速高度分布を測定す る電波音波共用上層

風隔測装 置(上 層風 ラス ・レー ダ)の 開発研究に着手 した。

これ は地上か ら発射す る音波 の伝搬速度が,静 止空気中 の音速 と風速 との

ベ ク トル和 であることを利用 して独立な3軸 に 向けた3台 の ラス ・レーダを

組み合わ せる方式 である。 また,こ の方式 とは別に,音 波波面か らの反射電

波強 度は地上 で比較的小 さなスポ ッ トを結ぶ ことを利用 して,ア レイ状(6

×6)配 列 の受信 ア ンテナ及び受信機群に よる方式の ものを試作 し,両 方式

とも並行 して検討 を進 めている。

17マ イ ク ロ波 リモ ー トセ ン シ ン グ

1972年 に打ち上げられたERTS(LANDSAT)の 捕えた地球の鮮明で精
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密 な写真か ら,人 工衛星に よる地球 の資源や環境の探査は予想以上 に有効で

あ り,そ の利用範 囲の広 さや応 用の可能性の非常 に大 きい ことが明 らかにな

った。 以後,LANDSATシ リーズのデータが各国で実用化の軌道 に乗 りつ

つあ り,ま た,我 が 国の海域及び陸域観測衛星 シ リーズをは じめ カナ ダ,ヨ

ー ロッパ等で次 々と独 自の リモー トセ ンシソグを 目的 と した衛 星が計画 され

ている。

電波 による リモ ー トセ ンシ ングは,従 来主に用い られ て ぎた可視赤外領域

の光を利用す るもの と異 な り,昼 夜の別 な く,ま た,天 候に左右 される こと

もな く観測が可能であ り,常 に同一の観測条件で精度 よくデータを取得 でき

る。電波,特 にマイ クロ波に よる リモー トセンシングは今後電波の利用 の主

要な分野の一つ となる と予測 され る。 したが って,電 波 の有効利用の観点か

ら電波研究所において54年7月 か ら衛星計測部を新設 し各種 のマイ ク目波 リ

モー トセ ンシングに関す る研究を行 っている。

散乱計:雨 域及びその降雨強度の観測 を行 う衛星 とう載用雨域散乱計の開

発を 目的 とし,航 空機 と う載用2周 波(10GHz,34.5GHz)散 乱 計/放 射計

を53年 度 と54年 度 で製作 し,55年 度 は約70時 間の飛行実験 を行 った。 また,

衛 星 と う載用雨域散乱計 の設計仕様の検討 を行 った。

本航空機 とう載用散乱計/放 射計を用いて海面散乱の実験(海 面の風向 ・

風速 の測定)も 行 った。 海面散乱 の実験はNASDAと 共 同で 行 うことも計

画 している。

電波の散乱特性の基礎データ収集のため室 内実験用FM-CWレ ー ダを製

作 し,実 験 を開始す る。

放射計:大 気中の水蒸気の検 出及びそれに よる電波伝搬への影響 の補正を

目的 と して2周 波(20.0～23,8GHz,30.6～32.1GHz:MOS-1用2周

波放射計の周波数 を含む。)放 射計を整備 し観測に着手 した。

合成開 ロ レーダ:合 成開 ロ レーダは,飛 しょう体の速度 を利用 して小 さな

ア ンテナで光学系 セ ンサに匹敵す る高分解能 の次元影像を得 るマイ クロ波セ

ンサで,将 来の リモー トセ ンシングの主要機器 として期待 されてお り,こ れ
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についての調査研究を実施 した。

18レ ーザ リモ ー トセ ンシ ン グ

電磁波 の有効利用の一つ と して,リ モー トセ ンシ ング技術の開発は,近 年

マイ クロ波か らレーザ波 まで,と みに盛 んに行われ ている。 レーザを用 いた

リモー トセ ソシ ングの場合,レ ーザ波の超 々高周波特性(1013～1015Hz)に

基 づ き,原 子,分 子の組成の測定 が可能 である。

郵政 省電波研究所では,光 化学スモ ッグ発生時 に重要 な役割を演 じるオ ゾ

ン分子 と,炭 酸 ガス レーザ との間で生 じる吸収効果を利用 した差分吸収 型オ

ゾンモ ニタ用 レーザ レーダの開発研究 を進め てお り,2～3km先 の オ ゾン

濃度の遠 隔測定 に世界で初めて成功 した。現在,よ り広域 なオ ゾンモニタを

目的 とした飛行機 と う載用小型 レーザ ・オ ゾンモニタ装置の飛行実験を重ね

つつ研究開発中であ る。

第5節 有線伝送及び交換技術

電話 トラピックの増大に対処するとともに,画 像通信,デ ータ通信等の多

彩なサービスを効率よく伝送するためアナログ及びディジタル両方式による

大容量同軸ケーブル伝送方式が商用に供されているが,近 年,性 能,信 頼性

等あらゆる面で進歩の著 しい光ファイバケーブル伝送方式が実用化の段階を

迎えている。

また,今 後のディジタル網を形成する上での基本技術である網同期方式と

ディジタル同期端局装置も実用化されている。

1ア ナ ログ伝送方式

(1)通 信用ケープル技術

平衡対ケーブルに関する技術については,細 心化,多 対化,伝 送特性及び

信頼性の向上等を図る観点から開発が進められてお り,こ れ まで,紙 絶縁 の
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ス タルペス ケーブル,ポ リエチ レソ絶縁の市内CCPケ ー ブル,発 泡 ポ リエ

チ レソ絶縁 の中継PEF-LAPケ ー ブル等が実用化され てい る。 この うち,

主 に地下き線 に使用 され るスタルペスケーブルは,今 後の非電話系サー ビス

に対 しては漏 話特性か ら くる心線収容制限等 の面 で制約がある。 このため,

55年 度 には高発泡 ポ リエチ レンを用いて絶縁被覆 の薄 肉化,漏 話特性 の向上

を図 った市 内PECケ ー プ・レが実用 化された。

一方
,同 軸 ケーブルについては,陸 上の大容量伝送路に用い られるものと

して,CCITT規 格 にもとついた9.5mm同 軸 ケーブル と4.4mm同 軸 ケー

ブルが実用化 され てい る。

また,海 底 の大容量伝送 路に用い られ るもの としては,浅 海部に使用 され

る鉄線外装付25mm海 底 同軸 ケーブル と深海部に使用 され る無外装の38m皿

海 底同軸 ケーブルが実用化 され てい る。

(2)伝 送 方式

平衡対 ケーブルに適用す る多重化伝送方式 としては,音 声12回 線 を二対 の

平衡対で双方 向伝送す るT-12SR方 式 があ り,集 中局～端局間等の近距離

回線に適用 されてい る。

また,平 衡対 ケーブルを用 いて4MHz帯 域 の白黒及 びカラーテ レビ信号

を ベースバ ソ ドで中継するための方式 と して,中 継器 の伝送特性の改善 に よ

り適用距離の延長を図 ったITV-4M方 式 が実用化 されている。

陸上同軸 ケーブル方式 としては,4MHz方 式(電 話960回 線),12MHz方

式(電 話2,700回 線)及 び60MHz方 式(電 話1万800回 線 又は4MHzテ

レ ビ9回 線)等 が導入 され ている。

海底同軸 ケーブル方式 としては短距離用のCS-10M方 式(電 話900回 線)

及 びCS-36M-S方 式(電 話2,700回 線),並 び に長距離方式のCS-36M

-D2方 式(電 話900回 線 及びカ ラーテ レピ2回 線)及 びCS-36M-D1方

式(電 話2,700回 線)が 現在 までに実用化 され ている(第2-7-11図 参 照)。

国際海底 ケーブル関係では,我 が国で開発 された海底同軸 ケーブル方式で

あ るCS-5M方 式 が 日中 ケー ブル(日 本一中国間約800km,電 話480回
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線,51年10月 完 成)及 び沖台ケー ブル(沖 縄一 台湾 間約700km,電 話480

回 線,54年7月 完成)に,CS-12M方 式 がOLUケ ー ブル(沖 縄一 フ ィリ

ピソ間約1,500km,電 話1,600回 線52年8月 完成)に 実用化 されてい る。

さ らに,日 韓間の通信需要 の増大 に対処す るため,日 本～韓 国間約290km

に 海 底 同軸 ケープル(電 話2,700回 線)が55年11月 に建設 された。 この区間

の水深は最大で も200m程 度 で あ り,海 水の温度変化の影 響を受け るため,

温 度 自動利得調整等の機能 を持 ったCS-36M-DR方 式 が採用 された。

2デ ィジタル伝送方式

デ ィジタル伝送方式は,音 声は もとよ り画像通 信,デ ータ通 信等 の多様な

情 報を経済的かつ高品質で伝送 で ぎる特長を有 してお り,デ ィジタル1次 群

(1.544Mb/s)か ら5次 群(397.2Mb/s)ま で のデ ィジタルハイアラーキに

沿 った各種 の有線伝送方式が実用化 され て きた。

平衡対 ケーブルを用いた デ ィジタル伝送方 式 としては デ ィジタル1次 群に
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適 用す るPCM-24方 式 があ り,我 が国初のデ ィジタル伝送 方式 と して集中

局～端局等 の近距離回線に使用 されている。

標準同軸 ケーブルを用 いたデ ィジタル伝送方式 と しては,中 ・短距離区間

に適用され るDC-100M方 式(電 話1,440回 線 又は4MHzテ レビ15回

線)の 実用化 に続 き,デ ィジタル伝送方式 としては世界最大の伝送容量を持

ち,長 距 離区 間に適用 され るDC-400M方 式(電 話5,760回 線 又は4MHz

テ レビ60回 線)が51年 度 か ら商用に供 され ている(第2-7-11図 参 照)。

網 と してのデ ィジタル化を推進す るため,53年 度 には網同期方式 とディジ

タル1次 群 レベルでの デ ィジタル同期端局方 式が実用化 された。

引 き続 き,デ ィジタル交換機 な ど通信網の本格的 なディジタル化に対処す

るため,デ ィジタル2次 群 レベルまでの同期 化を行 った同期端局方式 につい

て実用化が進 め られてい る。

3光 ファイバケーブル伝送方式

光 フ ァイバケ ーブル伝送方式は,光 フ ァイバを伝送媒体 とす るもので,①

直径0.1mm程 度 の光 フ ァイバ1本 で,同 軸 ケーブル1芯 と同等あ るいはそ

れ 以上 の容量 の伝送が できる,② 光 ファイバ の直径が細 いので多心 ケーブル

を細径で実現で きる,③ 低損失であるた め中継距離が長 くできる,④ 漏話が

無 視で きる,⑤ 軽量 で可 とう性に優 れている,⑥ 電力線,電 気鉄道等か らの

外部誘導を受けない,⑦ 限 りあ る銅資源 を使用す る必要がないことなど,多

くの特長を有 している。 このため,各 方面 で光 フ ァイバ,光 源 であ る各種 レ

ーザ
,発 光 ダイオ ー ド,受 光器,中 継器,変 調器等の研究,実 用化が進め ら

れてい る。

電電公社 においては,量 産化,経 済化に適 した製造法であ るVAD法 の開

発をは じめ,1.3μm波 長帯における極低損失(0.5dB/km以 下)の 多 モー

ドフ ァイバ及び1.5μm帯 におけ る損失が,0.2dB/kmを 下 廻 る 単一 モー

ドフ ァイバの試 作,平 均損失0.1dB以 下 の新 しい融着接続技術 の開発,800

Mb/sデ ィジタル伝送実験 の成功,1・3μm帯 半導体 レーザの実用化等 の成
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果をあげている。 このよ うな成果を踏 まえ,中 小 容量光 フ ァイバ伝送方式 に

ついては,53年 度 に都内(唐 ケ崎一霞 ケ関一大手町一蔵前一浜町)の 約20km

の 区 間において,54年 度 には よ り実用化に近 い形 で川崎市 内約18kmの 区 間

において,そ れ ぞれ現場試験が行われた。 これ らの試験結果 を もとに,55年

度 は グ レーデ ッ ド型光 フ ァイバ ケーブルに よ り都市 内の電 話局 間を 結 ぶ32

Mb/s,100Mb/sの 伝 送方式の導入が開始 された。

また,将 来 の基幹伝送路 と して,大 容量,長 距離区間に適用を予定 してい

る大容量 光 ファイバ ケーブル伝 送方式について,単 一モ ー ド光 ファイバ ヶ一

ブルを用 いた400Mb/sの 伝 送方式 の研究が行われてい る。

一方
,陸 上用 の光 ファイバ ケーブル伝 送方式の開発 と並行 して,海 底光 フ

ァイバ ケーブル伝送方式の開発 も進 め られ てお り,1.3μmの 長波長帯の光

源を用い,6.3～100Mb/sの デ ィジタル信号を約50kmに わ た り無中継で

伝送可能な方 式及 び400Mb/sの デ ィジタル信号を海底区間で中継伝送 する

方式の研究が行われ ている。

この他,光 ファイバの広帯域特性を活用 した波長多重伝 送方式等の研究が

進 められてお り,明 るい見通 しが得 られ てい る。 また,加 入者系への適用に

つ いても研究が進 め られ ている。

国際電電においては,将 来 の国際通信 に使用す る海底光 フ ァイバ ケーブル

方式の研究開発を進 めている。現在 目標 と してい るシステ ムは,最 大長1万

km,伝 送 速度約280Mb/sで 最 大3サ ブシステム実装 が可能 で,伝 送容量は

電話換算4,000回 線 ～12,000回 線 である。 この開発 の 一環 と して 海底光 フ

ァイバ ケーブル光海底 中継 器の試作を行 い,伝 送特性,機 械的特性 の試験を

行 った。 また試作 ケーブル,試 作中継器 を用 いてケーブルシ ップKDD丸 に

よ り,取 扱性や ケーブルエ ンジン通過実験を行い,敷 設上 の基本的問題点の

は握を行 った。

4電 子交換機

電電公社では,蓄 積プログラム制御方式を採用 した電子交換機を46年 に実
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用 化 し,55年 度 末には530ユ ニ ッ トが全国で運用 され てい る。従来か らの大

局用D10形 自動交換機及び中局用D20形 自動交換機に加え,55年 度 は,小

局用D30形 自動交換機 を実用化 し,大 局か ら小局 まで すべ ての規模の局に

電 子交換機を適用で きる ようにな った。

電子交換機は通常の電話交換 のほかに,蓄 積 プ ログラム制御方式の利点を

生か して 自動車電話,自 動内航船 舶電話等の移動通信用交換機 としても使用

されてお り,さ らに今後新サ ービスの実現に向け その効力を発揮 してい くも

の と期待され てい る。

電子交換機に とって,機 能追加に伴 うソフ トウェアの維持管理は最 も重要

な事項 の一つである。 このため,電 電公社では機能 ブロック化 に よ りプログ

ラムを構造 的に改良 し,プ ログラム言語 と して交換用高水 準言語(CHILL;

CCITTHighLevelprogrammingLanguage)を 採 用 したD10形 自動交換

機用 の新 しい プログラム ・システ ム(D100Bプ ログラム)を 開発 した。 こ

の プログラム ・システムを適用 した電子交換機は,56年1月 か ら運用に供 さ

れてお り,今 後 全国に導入 されてい く予定である。

電子 交換機間の信号方式 と して開発された共通線信号方式は,そ の経済性

と共に,豊 富な信号種別,高 速性な ど多 くの利点を もっている。共通線信号

方式は既に実用に供 され てい るが,現 在 その改良方式 であ るCCITTNo,7

方 式 に準拠 した方式の実用化が進め られ ている。

電子交換機及 び共通線信号方式 の実用化に よ り,ネ ッ トワー クの機能 高度

化 の基盤は着 々 と整いつつあるが,な お,現 在,全 国の交換機 の多 くを クロ

スパ交換機 が占めてい る。 このた め,ク ロスバ交換機に も蓄積 プ ログラム制

御方式に よる付加装置の導入が進 められてお り,東 京,大 阪のC400形 系 自

動 交換機には既 にこの付加装置が設置 されてお り,新 しい ファクシ ミリ通信

方式を初め とす る各種新サ ービスの提供に寄与す るもの と期待 され る。

D10～D30形 自動交換機 は,い ずれ もアナ ログ交換機であるが,将 来の

デ ィジタル網の中枢 をなす デ ィジタル交換機についても実用化 が進め られて

い る。 デ ィジタル化に よ り,交 換機 の小形化 ・経済化を図 ることが でき,さ
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らに,デ ィジタル伝送路と一体 となって網全体の経済化を図るこ とが で き

る。また,音 声に限らずデータ ・画像等のディジタル情報を扱えること,速

度の異なる情報を効率良く交換できることなどから,将 来の多様な通信サー・

ビスを効率的に提供することが期待できる。

国際電電では,52年2月 以来,XE-1国 際電話用電子交換システムを商

用に供 しているが,国 際 ダイヤル通話(ISD)の できるのは国内の電子交換

機に収容されている加入者に限 られていたので,さ らに,55年11月,XR-2

国際電話自動化設備を商用に供 し,ク ロスバ交換機のプッシュホソ加入者か

らもISDの 利用を可能 とした。

また,通 信の需要増大に備えるとともに安定的なサービスを提 供 す るた

め,58年 度に新たな国際電話用電子交換 システム(自 動交換系)を 大阪地区

に導入する計画を進めている。国際テレックスについては,非 常障害時にお

ける通信の確保とともに通信の需要増に対処するため,大 阪地区にCT-20

国際テレックス電子交換システムを建設 し,56年 度早期に運用を開始する予

定である。また,電 子式の国際加入者線交換機については,55年11月 に東京

地区に導入 し,56年 度には大阪地区に導入を予定 している。同じく電子式の

国際テレックス加入者線集線装置については,56年1月 に横浜に導入し,56

年度には名古屋及び神戸に導入を予定 している。 さらに,電 電公社国内テレ

ックス網 と接続するための電子式符号変換交換装置については,55年9月 に

大阪地区に導入 し,東 京地区には56年 度に導入すべ く準備を進めている。 ま

た,テ レックス預 り伝送サービス等を行 うため,加 入電信蓄積処理設備を56

年度導入を目途に建設中である。

国際電報の託送については,東 京地区にこれまでの電話託送準自動受付シ

ステム(PTAS-A),及 び着信国際電報自動処理システム(PTAS-B)の

導入に続き,発 信国際電報 自動処理 システム(PTAS-C)を55年3月 に導

入 した。さらに,大 阪地区については,55年12月 の電話託送準自動受付 シス

テム(PTAS-D)の 導入に引続き,56年 度導入を 目途に発信国際電報 自動

処 理 システム(PTAS-E)の 建設を進めている。
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なお,将 来の国際電話 トラピックの伸びに備えて今後も新規交換機の導入

が必要であり,そ の研究開発が進められている。国際交換機では,国 内及び

国際の多種類の信号方式の扱いが必要なうえ,処 理も複雑なこと,全 国の ト

ラヒックを収容するため特に高い信頼性が要求されること,国 際的な動向に

合せた新信号方式や新サービス機能の追加,修 正などのため極力柔軟性のあ

る構成が望まれることなど,特 別の要件がある。 これ らを考慮す る と と も

に,近 年の急速な半導体技術を積極的に活用 して,マ イク目プ戸セ ッサの複

合体による制御方式を採用 した分散形デ ィジタル交換機の研究試作を進めて

いる。

第6節 デ ー タ通 信 シス テ ム

1デ ータ交換網

データ通 信の発展に伴い,デ ィジタル情報 を経済的に高品質,高 速で任意

の相手 と交換 したい とい う需要 が年 々高 まっている。

これに対 し,電 電公社では回線交換網及びパケ ッ ト交換網の開発を進めて

きたが,54年12月 の 回線交換サ ー ビスの開始 に引続 き,55年7月 にはパ ケッ

ト交換サー ビスを東京,横 浜,名 古屋,大 阪,福 岡,仙 台,札 幌で開始 し

た。

パケ ッ ト交換網は,蓄 積交換方式に よ り加入者か らのデ ィジタル情報をパ

ケッ トと呼ばれる,あ て先情報等を付 した一定長のデ ータ ブロックとして転

送す るもので,比 較的短電文,低 密度の通信に適 している。 この方式は,伝

送路 の使用効率が高いため,通 信料 の遠近格差を最大1.5倍 と小 さくす ると

ともに,実 際に送 信す る情報量に比例 した情報量 課金方式を採用 している。

さらに,異 速度端末間 の通信を可能 とす るな ど,既 存 の通信網にない数多 く

の特長を有 している。

国際電電においても,CCITT標 準 のネ ッ トワー ク ・プロ トコルを採用 し
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た国際パケット交換システムの建設計画(VENUS)が 進められてお り,こ

れ まで一部諸外国との国際接続試験をはじめ,各 種端末の接続試験等も行わ

れ,サ ービス開始に向けて準備が進められている。

また,同 建設計画では,国 際間のメッセージ蓄積交換機能を提供するため

の建設も行われ,サ ービス開始に向けて準備が進められている。

一方,外 国のコンピュータに蓄積されている文献情報,経 営情報等のデー

タベースを我が国の端末から検索するための 「国際 コンピュータ ・アクセス

サービス(ICAS)」 が,米 国を対地 として55年9月 か ら開始されている。

また,郵 政省では,行 政管理庁 と協力して,行 政機関が共同利用するディ

ジタルデータ網(行 政データ網)の 基礎的な研究を,55年 度から開始 した。

この研究では,昭 和60年 代での利用を想定 して,通 信衛星回線を用いて構築

するシステムについて検討が進められている。

2情 報処理技術

(1)ハ ー ドウェア

ア.本 体系装置

コンビ語一タは,半 導体技術の進歩を背景として,急 速な性能向上とコス

トの低下を果た してお り,汎 用機種の場合,こ の15年 間で演算速度は20倍

に,主 記憶装置のコス トは70分 の1に なっている。

従来は主 としてLSI等 の素子技術の進歩に より,演 算速度の高速化を実

現 してきたが,今 後は,先 廻 り制御,並 列処理方式等の高速演算方式の開発

が課題となっている。

記憶装置は,高 速ICメ モ リと低速ICメ モ リとで主記憶を構成するとい

う記憶階層方式が一般の大型機で採用されている。 ここしばらくは,こ のよ

うな記憶階層が存続すると思われるが,ICメ モリの低価格化に伴い,近 い

将来,高 速大容量のICメ モリのみで主記憶装置が構成される可能性があ

る。

また,主 としてマイクロプログラムに よりオペ レーティングシステムの一
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部 または,そ の他のル ーチ ンをハー ドウェアと して実現す るフ ァームウ山ア

化が進 んでい る。 これは ハー ドウェア よ りは機能の追 加,変 更に対す る融通

性が大 き く,ソ フ トウ占ア よ りは高速処理がで きる特徴を有 している。

コンビ凸一タが社会経済活動のあ らゆる分野に浸透 して くるのに伴い
,シ

ステムに対す る高度の信頼性が要求され る ようにな りつつあ る。 このため ,

ハ ー ドウェアに高度 の障害検出 ,防 止機能を持たせ るとともに,オ ンライ ソ

中でも保守診断が可能 な保守試験 プログラムが開発 された。

イ.通 信制御処理装置及び ファイル制御処理装置

情報処理 機能 の分散化傾向を反映 し,従 来,中 央処理装置で行 っていた通

信制御機能及 び ファイル制御機能を個別に実行す る通信制御処理装置及び フ

ァイル制御処理装置の開発が進 められている。

通信制御処理装置は,メ ッセージ レベル までの処理 を行 うものであ り,複

数 の回線を収容 し,端 末装置及 び通信回線の制御や誤 り検 出 ・訂正を行 い,

メ ッセ ージのチ ェック,記 録などの機能 までを有す るものであ る。

また,フ ァイル制御処理 装置は,ま す ます大容量化する ファイル系 の制御

を分担する ことに よ り,フ ァイルの効率的管理を行 うほか,大 規模データベ

ースの効率的 ,経 済的な実現に大 きな威力を発揮す るもの と考 えられ る。

ウ。周辺装置

周辺装置は,大 別 して ファイル記憶装置 と入出力装置に分け られる。

ファイル記憶装置につい ては,高 速化 ・大容量化が進 められてお り,1ギ

ガバイ ト級 の磁気デ ィス ク記憶装置や1台 当 り数十 ～数百 ギガバイ トの超大

容量磁気記憶装置の実用化 が進め られている。 また,高 密度化,小 型化に よ

る経済化をはか った数 百 メガバ イ ト級の小型の磁気デ ィス ク記憶 装置 の開発

が進 め られ てい る。

入出力装置は,さ らに,高 速化を 目指す とともに,マ ンマ シンイ ンタフェ

ースの改善を 目指 し,文 字 ・図形 ・音声等に よる入 出力装置の開発が進め ら

れ てお り,音 声応答装置及び音声認識装置が導入 されつつあるほか,漢 字 入

出力につい ても一層の高速化,高 品質化が図 られ,15,000行/分 以上 の高速
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漢字 プ リソタ等 が出現 してい る。

(2)ソ7ト ウ ェア

ア.デ ータベース技術

デ ータの大 容量化及び相互関係の複雑化に伴い,よ り効率的 で使 いやすい

高度なデータ管理機能の必要性が高 ま り,複 雑,大 量 のデータを一元的に管

理 して解決 しようとす るデ ータベ ース システ ムの実用化 が進 んでい る。

この種 システムの実現 に当 って,デ ータの蓄積 につ いての物理的配置や論

理 的関係づけを行 うデータベ ース定義 機能,デ ータの検索,更 新及び加工を

行 うデータベース操作機 能等を備えた データベース管理 システム(DBMS)

の 開 発が進 め られ てい る。

イ.ソ フ トウェア作成及 び維持 管理 の効率化

ソフ トウェア量の飛躍 的増 大,保 守費 の急増,プ ログラム要員不足等の要

因に よ り,"ソ フ トウェアの危機"が 叫ばれてお り,プ ログラムの生産性 向

上及 び維持管理の効率化が重要 となってい る。

このため,シ ステ ム開発用 に処理効率 の良い,き め細かな処理 も記述可能

な高水準言語の開発 を始 め として,ス トラクチ ャー ドプログラ ミング等 の プ

ログラム開発技法,ド キ ュメン ト作成 システム等の開発及び運用 が行われて

いる。 また,遠 隔地 の端末か らプ ログラム作成を行 うリモ ー トデパ ッグシス

テムや,1台 の コンピュータで同時に複数 の仮想 コン ビ凶一タを作 り出す仮

想計算機 システ ム(VM)が 開発 され てい る。

ウ.ネ ッ トワーク ・ア ーキテ クチ ャ

最近のデ ータ通 信 システムは,各 種資源の分散及び共用,シ ステ ム全体 と

しての価格性能比の向上等 をね らい とした ネ ッ トワー ク化の進展が著 しい。

しか しなが ら,複 数 の計算機,端 末な どを通信回線で結 合 して効 率的 なデー

タ通信網を構築す るためには,そ の構成方法,通 信規約(プ ロ トコル)の 標

準 化等多 くの問題を解決 しなけれ ばな らない。

これ らの問題を個 々の システ ム対応 では な く,統 一的に解 決す るネ ッ トワ

ーク ・アーキテ クチ ャの技術開発が進め られている。
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この具体的な動 きとして,郵 政省では 「汎用 コンピー一タ ・コ ミューケー

シ ョン ・ネ ッ トワーク ・プ ロ トコル(CCNP)」 の開発を進め,55年 度 郵政

省告示 と して発表 した。

これは コソ ピュー タ間通信を広 く国家的立場か ら検 討 し,国 際通信網 との

接続等 も考慮 した標 準的 なプ 戸 トコルの確立 と普及 とを 目的 と した ものであ

る。

その特徴 は次の とお りである。

① 異機種 コン ピュータ及び端末相 互間で資源の共用 が可能である。

② 公衆パ ケッ ト網 との整合が考慮 され てお り,公 衆 パケ ッ ト網の もつ誤 り

制御機能,フ ロー制御機能,送 達確認機能等を活用 し経済化が図れ る。

③ 各 レベルの プロ トコルは,他 の レベルの プロ トコルと独立に変更,拡 張

が可能であ り,ア プリケーシ ョン指向の機能追加が容易であ る。

また,レ ベルの構成及 び各 プロ トコルの概要を 第2-7-12図,第2-7-

13表 に 示す。

第2-7-12図 レベル構成とプロトコル
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プ ロセス間通信処理 レベル
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こ れ に 先 立 ち,電 電 公 社 で は,52年 度 当 初 よ りDCNA(DataCommuni-

cationNetworkArchitecture)と 呼 ぼ れ る 汎 用 ネ ッ ト ワ ー ク ・ア ー キ テ ク
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第2-7-13表 各 レベルのプロトコルの概要

レ ベ ル

情報処理 レベル

プ ロ セ ス 間

通信処理 レペル

パ ケ ッ トレベ ル

主 な 機 能

科学技術計算などの業務 ごとの処理,端 末の入出力装置へのデー

タ入出力処理など

異 な る ホ ス トコ ン ピ ュー タ(あ る い は端 末)内 に 存 在 す る プ ロセ

ス間 の論 理 的 な通 信 路 の設 定 ・解 放,デ ー タ ・フ ロー制 御,メ ッ

セ ー ジ転 送,仮 想 端 末 制 御,ネ ッ トワ ー ク管 理 な ど

パヶット交換網を介 して結ぼれた二つのノー ド*間 のパケット転

送制御

・… ベ ル 睡 接・一・・間・ ・ラ・スペ・… 傭 送制御

物 理 ・ ベ ル1通 信媒体の電気的 ・物理的な制御

*デ ー タ通 信網 の 構成 要 素 で あ り,デ ー タ端 末 コ ン ピ ュー タ等 を い う。

チャの開発を,メ ーカ各社 との共同研究 の下 に進 めている。

53年 度には,理 論的 モデルを定 めた基本概念,デ ータ リンクレベル ・プロ

トコル,ト ランスポー トレベル ・プ ロ トコル,機 能制御 レベル ・プ ロ トコル

及び仮想端末 プロ トコルがDCNA第1版 として まとめ られた。54年 度に

は,第1版 の機能拡充 とフ ァイ ル転送/ア クセ ス ・プ 目 トコルの追加等を行

ったDCNA第2版 が,更 に55年 度 には第2版 の機能拡充並びに ジ ョブ転送

プ ロ トコル及びデ ータベ ースア クセス ・プロ トコル の追加を 行 ったDCNA

第3版 が まとめ られ,当 初予定 した開発 を終 了 した。

DCNAは さ らに,将 来のイ ソフォメーシ ョン ・ネ ッ トワークシステ ムの

構築に向けて,符 号,画 像,音 声 な ど複数 の通信形態 が混 在す るデ ータ通信

網に適用で きるよ う,55年 度 か ら機 能拡 充の検討 が進 め られ ている。

3デ ータ伝送技術

デ ータ通信 システ ムの構成 に当た って,デ ー タ端末装置 と コ ンビ凸一 タ

間,あ るいは,コ ンピュータ相互間 でデータの送受信をいかに能率 よく行 う

かが重要な要素 とな ってお り,デ ータ通 信システムの多様化,と りわけ端末

の多様化に伴 って50b/s～ 数 十Mb/sと い う広範囲な速度での データ伝送 が
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要 求 されてい る。

電電公社では,デ ータ回線 の高速化 ・経済 化を 図るため,各 種デ ータ伝送

方式の開発が進め られ ている。従来のデ ータ伝送は,ア ナ ログ伝送方式に よ

っていたが,現 在,端 末か ら端末 までの全区 間を デ ィジタル構成 で伝送す る

デ ィジタルデ ータ伝送方式が実用化 され ている。 この方式 は,局 間伝送路 と

してPCM-24方 式,DC-100M方 式 等の ディジタル伝送方式のほか,DAT

方 式(ア ナ ログ伝送路 に より,デ ィジタル情報を 伝送す る方式)に よ り,

300b/s以 下,1,200b/s以 下 の非同期 データ信号及び2,400b/s,4,800b/s,

9,600b/s,48kb/sの 同期 データ信号を伝送す るものである。

4デ ータ端末技術

デ ータ通信 システムの多様化 ・高度化に伴い,デ ータ宅内装置は,単 なる

遠隔入 出力手段 と しての位 置付けか ら,シ ステ ムを効率的に実現す るための

機能 を付与 した高度な役割を 持つ ものへ と 発展 しつ つある。 技術的 には,

LSIの 大 幅な採用及びマイ クロコンピ,一 タに よるプログラム制御方式の導

入,あ るいは漢字 入出力装置,光 学式文字読取装置等の開発 が積極的に進め

られ てい る。

端末の制御回路技術 については,LSI技 術 の進歩に よ りマイ クロプロセ ッ

サと高集積 メモ リ素子 とを組み合わせた プログラム制御方式 が従来の布線論

理方式に代わ って採用 され,小 型軽量化,低 価格化に大 き く寄与 している。

さらに,多 様化 ・高度化す るユ ーザの要望に対処するため,メ モ リに書換 え

可能なRAM(RandomAccessMemory)を 採 用する ことに より,プ ログ

ラムを書換 えるだけで種 々の業 務に適用で きる汎用の制御装置が実用 化され

サ ービスに供 され てい る。 また,フ ァイル装置を有 し,シ ステム機能 の一部

を も処理す る高度 な端末 も実用 化されてい る。

基本的な入 出力機器であ る英数字 カナの シ リアルプ リンタは,母 形方式 と

な らんで ワイヤ ドッ トマ トリックス方式の プ リンタが多数開発 され,各 種装

置に適用 され てい る。
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新 しい入出力機器としては,漢 字入出力装置,光 学的文字読取 装 置 の ほ

か,図 形入出力装置の実用化が進められている。

漢字の入力方式としてはタブレット式,漢 字 ドットコー ド式,バ ーコー ド

読取式に加えてカナ～漢字変換入力方式が,出 力方式としては電子写真式に

加え,ゴ シック体及び明朝体の印字が行える漢字 ワイヤ ドットプリンタが普

及 しつつある。

光学式文字読取装置は印刷及び手書きの数字,カ ナ及び英字読取装置が実

用化されてお り,ド ットマ トリックス印字文字の読取 りなどへ適用範囲を拡

大しつつある。

一般の英数カナに加えて簡単な図形,漢 字が表示できるカラーディスプレ

イが実用化され,ま た直線や円のような線図形を扱 う図形入出力装置が実用

・化されている。

国際電電においては,国 際間における文書通信の迅速化 とビジネスにおけ

るオフィス作業の効率化をね らいとする国際テレテックス通信用 と して,

CCITTテ レテ ックス関連勧告に適合した欧文を主体 とするテレテックス端

末装置の開発に着手 した。また,文 字と図形が混在する文書を統一的に伝送

するためのテ レテックスとファクシミリの統合端末の研究も進めている。

第7節 画像通信 システ ム

人間が家庭や社会で生活 し行動する中で感知する情報は視覚によるものが

大半を占めていることから,画 像通信は,情 報流通メディアの中で今後極め

て重要な分野を占めるものと考えられる。

このため,企 業を中心に急速に普及 しているファクシミリ通信をは じめ,

画像情報の利用により多彩な効用が期待できる各種画像通信システムについ

て,開 発が進められている。

1フ ァ ク シ ミ リ

フ ァクシ ミリは,記 録通 信 として任意 の文字や 図形を そのまま伝送で きる
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こ とか ら,漢 字を使用す る我が国の国民生活に適 した 』一ズの高い通信手段

として,画 像通 信の中では早 くか ら実用 に供 されているメデ ィアである。

我が国に おいては,従 来,主 と して専用線に よ り特殊用途,官 公庁及 び大

企 業で用い られ ていたが,47年 度 のいわ ゆる回線開放 を機に公衆電 話網 を利

用 した ファクシ ミリが急速 に普及 しは じめた。最近では,中 小企業や商店に

第2-7-14図 電話網利用ファクシミリ設置台数の推移
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まで事務合理化 の手段 として広範に利用 されて きて お り,第2-7-14図 の

とお り電話網利用 ファクシ ミリの設置台数は年平均50%を 超 える伸 びを示 し

てい る。

機 種別 の設置 台数 についてみ ると,中 ・高速機 の コス ト低下 と利用者 の高

速 化に対す る要望を反映 し,近 年,中 一高速機 の伸 びが著 しい。

ファクシ ミリの国際標準化に関 しては,CCITTに お いてG1機(6分 機

・低速機) ,G2機(3分 機 ・中速機),G3機(1分 機 ・高速機)及 びG4機

(公衆デ ー タ網用)に 分類 して審議 され てい る。G1機 及 びG2機 について

は,そ れぞれ,1968年 及 び1976年 のCCITT総 会 で勧告化 された。G3機 に

つ いては,1次 元符号化方式 としてMH(Modi丘edHu丑man)符 号 化方式,

2次 元符号化方式 としてMR(Modi丘edREAD)符 号 化方 式を用 いる こ と

を含めて1980年 のCCITT総 会 で勧告化 された。

これを受けて,郵 政 省では国内標準化 のための作業を通信 システ ム研究会

に付託 し,成 果を得た。

なお,今 会期(1981～84年)で はG4機 の勧告化が主要課題 と な って い

る。

端末技術 につい ては,高 速化の要望 と半導体技 術の急速 な進 歩に よって,

固体 走査方式 が主流 となってい る。送信走査系では,CCD(電 荷 結合素子)

を用 いた固体走査が主 と して用い られているが,近 年,密 着形 イ メージセ ン

サ と発光 ダイオー ドア レイを用いた固体 化光源 とを組合せ た方式 の研究 も実

用 化の域 に達 してい る。 また,記 録方式は各種の方式 が実用 に供 され てい る

が,中 ・低速機では放電記録,感 熱記録及 び通電感熱記録 を,高 速機では静

電記 録,感 熱記録を用い る傾 向がみ られ,最 近 ではDOD(DotonDemand)

方式 に よるイ ンクジ ェッ ト記録の研究 も進 め られ てい る。

一方
,家 庭 で将来用 い られる画縁通 信 メデ ィアのあ り方 に関す る研究 も行

われ てい る。家庭における画像 端末 としては,テ レビジ ョン放送 がほ とん ど

唯一 のものであ るが,近 い将来 には,電 話 フ ァクシ ミリ,フ ァ ク シ ミ リ放

送,ビ デオテ ックス,テ レテ ックス等 の多種多様な ものが登場 して くる と予
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測 されている。 これ らの メデ ィアが普及する条件 としては,安 価 で小型の家

庭用装置が使用 できることがあげられ る。 これ を実現す る方法の 一 つ と し

て,複 数 の メデ ィアで家庭用装置を共用す る ことが考え られ るが,そ のため

には複数の メデ ィアの通信方式 に整合性があるこ とが必要である。

郵政省ではこの考 え方に従 って,55年 度 に,通 信 システ ム研究 会において

電話 フ ァクシ ミリとフ ァクシ ミリ放送 とで共用す る将来の家庭用 ファクシ ミ

リ装置の検討を行 い,方 式試案を取 りまとめた。 これに よれば,家 庭用 ファ

クシ ミリの主要規格 としては,① 記録紙 サイ ズでA4判,② 高解像度(8画

素/mm×7.7ラ イ ン/mm),③ 伝送速度は,A4判 標 準原稿 で1～2分 程度,

④ 放送系では中間調 も表現す る,と な ってい る。 また,こ の方式案に基づ く

装 置も試作 している。

また,電 電公社においては ファ クシ ミリ通信の大衆化の見地か ら,操 作が

簡単で低廉 な小型端末機 と,同 報通信,自 動受信等 ファクシ ミリ通信に適 し

た多彩 なサ ー ビス機能 を有す るネッ トワークとを一体 化 した新 しい ファクシ

ミリ通 信 システ ムの開発が進 められている。 この システ ムでは,現 在の電話

網に ファクシ ミリ信号の冗長度抑圧及び蓄積 ・速度変換等 の機能を有す る蓄

積変換 装置を設置す ることに より多彩なサ ービス機能の実現が可能 とな って

い る。 また,蓄 積変換装置相互 間は高速デ ィジタル伝送路を使用 し,伝 送路

コス トの低 減化を図 っている。

国際電電 では,高 速 フ ァクシ ミリ ・サ ービスがパケ ッ ト交換デ ータ網 で実

現 され る場 合を想定 した実験 システムを試作 した。本 システムは,パ ケ ッ ト

交換機,高 速デ ィジタルファクシ ミリ装置,フ ァクシ ミリ通信処理 装置(F

CP),フ ァ クシ ミリ変換接続装置(FAX-PAD)及 び 電話網 フ ァクシ ミリ

端末か ら構成 されている。パ ケッ ト網 ファクシ ミリは勧告X25イ ンターフェ

イ スを採用 し,再 送方式 に よる自動誤 り訂正,多 論理 チ ャンネルを利用 した

同時送受信等,電 話網 ファクシ ミリにはない機能を備えている。FCPは 同

報通信,メ ールボ ックス等の ファクシ ミリ蓄積 サー ビスを提供す るもので,

対 地間に大 きな時差のある国際 ファクシ ミリ通信に特 に有効である。FAX一
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PADは,デ ータ網用 ファクシ ミリと電話網 ファクシ ミリを相互 に 接続す る

装置であ り,サ ー ビス領域 の拡大が期待 され る。

また,海 事衛星 回線 を利用す る船 舶用高速 デ ィジタル ファクシ ミリ装置を

開発 し,現 場実験 を行 い,船 舶通信設備 と して十 分な機能を有 する ことを実

証 した。

2映 像通信

テ レビ受像機 とプッシュホ ソ等を組合せた端末か ら,電 話網 を介 して画像

セ ソタに ア クセス し,情 報検索 ・案 内等の社会生活に必要な情 報を得る会話

形画像情報方式の開発 が,先 進諸 国で進め られてい る。我 が国では,電 話回

線利用の キャプテ ンシステ ム及 び広帯域回線利用の画像応答 システ ム(VR

S)に つ いて,そ れぞれ実験が行われてい る。

キャプテ ソシステ ムは,電 話 回線を利用 して文字図形等 に よる豊 富な情報

を提供す るシステ ムであ り,郵 政省 と電電公社が関係各方面の協 力を得て準

備を進め,54年12月,東 京23区 内 の約1,000端 末 のモ ニタを対 象 と し,実 験

サー ビスを開始 した。 システ ムの運用は,54年2月 に設立 された財 団法人 キ

ャプテ ンシステム開発研究所が行 ってい る。実験サ ー ビスに必要な情報 につ

いては,多 分野にわた る約200団 体 の情報提供者の協力を得てお り,蓄 積画

面数は56年3月 には約10万 画面 に達 している。

モ ニタを対象 と した アソケー ト調査 に よれ ば,50%以 上 の高い利用意向が

示 され てお り,実 用化時期 も半数 以上 が2～3年 以内を希望す るな ど,好 評

を もって迎 えられ てい る。 さらに,56年8月 か らは,モ ニタ,情 報提供者等

の要 望を踏 まえ,ハ ー ドコピー装置の付 加等利用者端末機能の充実,情 報提

供者 宅か ら簡 易情報入 力端末に よ り画面 の入 力 ・更新を可能 とす るなど情報

入力機能 の充 実等,各 種機能の拡充を図 るとともに,蓄 積情報画面容量を20

万 画面 と倍増 し,モ ニタ数 も2,000端 末 と して実験 サー ビスを行 ってい る。

諸外国において も,英 国郵電公社の 「プ レステル」(54年3月 商用開始)

を は じめ,フ ラソスの 「テ レテル」,西 独の 「ビル トシル ムテキス ト」,カ ナ
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ダの 「テ リ ドン」等,各 種 システ ムの開発が積極的に進 め られ てい る。

なお,公 衆電話網 を利用 した 会話形画像情報方式の 国際標 準化 につ いて

は,CCITTに おい て1978年 か ら 「ビデオテ ックス」 と称 して審議が行われ,

1980年 の 総会で基本的事項について勧告化 された。一方,画 豫応答 システム

は広帯域回線を利用 して静止画,動 画,音 声等の豊富 な情報を提 供す るシス

テ ムであ り,電 電公社が52年 か ら都 内約120端 末 を対象に実験 サ ービスを実

施 してい る。 この間,情 報入力 ・更新機能の充実及び ファイルの大 容量化を

目的 として画像 ・音声 フ ァイルのデ ィジタル化を行 うなど,シ ステ ム機能の

向上,拡 充を図 ってきてお り,今 後 の進展が期待 され る。

オーデ ィオ グラフィーは,電 話1回 線 を用いて音声 と手書情報の2種 類 の

情報を 同時に伝送す る新 しい通信サ ービスであ り,通 常 の電話及び ファクシ

ミリが満た しえない需要を満たす可能性を持 っている。郵政省では,行 政機

関が専用通信網で使用す ることを想定 して,通 信 システム研究会で通 信方式

等 の検討を進めて ぎたが,55年 度 には試作機を作 り評 価試験を実施 した。一

方,CCITTで は,オ ーデ ィオグラフィーと同様の通 信サ ービスを 「テ レラ

イテ ィング」 と命名 し,そ の通信方 式の標準化の作業を始 めた。

テ レビ電話は,45年 の万国博において1MHz方 式 の装置が,迷 子案内等

に利用 され て好評を博 した。引続 き,電 電公社は49年 に全 国的規模を想定 し

た1MHz方 式 及び4MHz方 式 を用 いたテ レビ電話 システムのモニタテス

トを東京一大阪間で行 った。 これに よ り技術的には十 分実用に供 し得 る見通

しが得 られたが,現 時点 では システ ムコス トと効用のバ ランスか ら普及には

至 っていない。 しか し,今 後 の発展に備え,各 種機能の充実,経 済化等 シス

テ ム全 般にわた る技術開発,検 討が継続 して進め られている。

テ レビ会議は,遠 隔地で臨場感を もって会議が行え るものであ り,交 通 の

代替,省 エネルギーに貢献す るも のと して,そ の 実用性は 高い と考 え られ

る。我が国では,電 電公社に よ り51年5月 か ら,世 界で最初の カラーテ レビ

会議 システ ムがモニタテス トとして東京一大阪間 で開始 され た。 さらに,利

用者の意向等を取入れ,利 用者宅 内の会議室等 に容易に設 置で き,か つ,伝
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送路を多端末で共用す るな ど,シ ステム全体 と して経 済化を図 った新 しいテ

レビ会議方式の検 討 も行われ ている。

CCTV(ClosedCircuitTelevision)の 分野 では,45年 か ら電電公社の映

像伝送サ ービスが開始 され てお り,道 路交通監視 システム,外 国語に よる有

線 テ レビシステ ム等に用 い られ ている。 このサー ビスは,比 較的短距離区間

で使用 される場合 が多 く,当 初は既設平衡対 ケーブルに よる市内区間のみ と

され ていたが,51年 に は,中 遠距離 のニーズに応え るためC-60M同 軸 方式

や,マ イ クロ波方 式に よる伝送路を用い て市外伝送が可能 とな った。現在,

約540回 線 が利用 され てお り,延 べ回線距離は約3,700kmと な ってい る。

また,画 像のデ ィジタル高能率伝送技術 につい ても 研究が 進 め られ てお

り,電 電公社においては,4MHz帯 域 の カラーテ レビジ ョン信号を デ ィジ

タル信号に 変換 して 高能率 に 伝 送する6.3Mb/s複 合 差分符号化装置及び

32Mb/sフ レーム内差 分符号化装置が 実用 化され ている。

国際電電においては,さ きにイ ンテルサ ッ ト衛星を対象 と して,1つ の ト

ラ ンスポ ソダで カラーテ レビジ ョソ信号2回 線を デ ィジタル伝送 す る ため

に,「 フ ィール ド間 ・フィール ド内適応形直接予測方式」 に よ る30Mb/s

高 能 率符 号化装置 を開発 し,フ ィール ドテス トに よ り現用 のFM伝 送方 式に

較べて同等以上 の特性 を有す ることを確認 したが,さ らに,良 い伝 送画質を

実現するために新 たに4モ ー ド適応量子化方式を考案 して上記装置に導入 し

た。 これ につ いて画質 の主観評価実験を行ない,5段 階評価で0.5ポ イ ン ト

の画質向上 が達成 され るこ とを確認 した。 また,こ れ らの技術を基礎 と して

15Mb/s伝 送 方 式の基本検討 を進 めた。

第8節 その他の技術

1電 話サー ビスの多様化技術

電話の積滞解消 と自動即時化を達成 した今日,電 話サービスに対する要望
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は,従 来 の量的な ものか ら質的 なものへ と大 き く変化 し,ま す ます高度化 ・

多様化 してい く傾 向を強めてい る。 このため電電公社では,電 話 の効用が一

段 と高 まるもの,公 共性があ り社会福祉に役立つ ものな どを中心 に,新 しい

電話サ ービスの実用化が進め られ てい る。

着信者の利便 向上を図 るサ ービス として,不 在 中にかか って きた電話を前

もって指定 しておいた電話番号に 自動的に転送す る自動着信転送 サ ー ビ ス

及 び一つの電話に対 して通常の電話番号(主 番号)と も う一つの番号(副 番

号)を 与えてお き,あ らか じめ電話機か ら登録 してお くことに よ り,主 番号

に対す る着信には不在等の案内を電 話局 の トーキ ー装置か ら行い,副 番号 の

場合 のみ電話機 に接続す る二重番号サー ビスの実用化 の検討が行われ た。 ま

た,通 話料金の支払方法を利便化す るものと しては,ク レジ ッ ト通 話サー ビ

スの実用化が行われ た。 クレジッ ト通話は,通 話に先立 ち,登 録 した電話番

号 とクレジ ッ ト番号を交換取扱者へ告げることに よ り,そ の通話料金は登録

した電話へ請求 されるものであ る。

ハ ン ドフ リーで通話で きるス ピーカホ ソについ ては,プ ッシュホ ンを対 象

に商用化 されてい るが,引 き続 き回転 ダイヤル式単独電話機及 び ビジネスホ

ン,ホ ームテ レホン等をス ピーカホ ン化す るボタ ン電話形拡声電話装置の実

用化が進 め られ てい る。

また,ワ ンタ ッチダイ ヤル機能,オ ンフ ックダイヤル機能等,発 信の利便

化 を図 った メモ リダイヤル電話機,さ らに,制 御情報 のデ ィジタル多重化に

よ り,.ケ ・一ブルの少対化を図 るとともに,サ ービス機能を 向上 した新形 ホー

ムテ レホンの実用化が進め られている。

事業所電話サ ービスの向上 と して,電 話機数20台 ～50台 の領域において,

マ イ クロプ ロセ ッサの導 入に より,サ ービス機能が豊富でケーブルの少対化

を図 ったEK50形 ボ タン電話装置の実用 化が進め られている。 また,小 規模

店舗や事業所等 におけ る クレジッ トカー ドの信用照会,オ ーダエ ン トリ等 の

業務に対応 した電話端末 として,プ ッシュホ ンを ベースとし,こ れに磁気 カ

ー ドリーダ,簡 易デ ィスプ レイ,簡 易 印字機能等を付加 したデータテ レホ ソ
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が実用化された。

公衆電話は,電 話のアウ トドアサーピスとして重要な役割を果た してきた

が,操 作性の向上を図るとともに停電時にも使用できる新ボックス形公衆電

話機が商用化され,ま た,硬 貨が無 くても使用できる磁気カー ド式公衆電話

機の実用化が進められている。

福祉社会に寄与するものとして,肢 体の不 自由な人を対象に電話を利用し

やす くしたダイヤル補助装置,通 信補助装置等の肢体不 自由者用電話機につ

いて実用化が進められている。

2通 信網の信頼性向上技術

情報化社会の進展に伴い,電 気通信網の役割は社会活動及び国民生活の中

枢神経 として極めて重要なものとなってきている。このため電気通信網は,

より高い信頼性が要求され,こ れに対処するため種々の技術的検討及び施策

が進められている。

電電公社においては,水 害,火 災等の災害により,電 話局の局内設備が被

災 した場合,早 急に復旧を図るため,約1万 端子の局内設備に置き換え可能

な大容量可搬形電子交換機の実用化に引続き,交 換規模等の点か ら上記装置

では対処できない場合に備え,3万 端子程度の局内設備に置き換え可能な非

常災害用電子交換機の実用化が進められている。

また,特 定加入者への着信ふ くそ うや,災 害時等における特定地域への電

話の異常ふ くそ うに対 し,網 機能が最大限に発揮できるように,通 過す るト

ラピックを制御する トラピック制御方式の実用化や,災 害時における通信め

確保をは じめとした多様な通信に利用できる中容量国内衛星通信方式の研究

が進められている。

伝送路については,市 外電話 トラピックの増大に伴い,大 束化 した伝送路

の信頼性を向上するため,伝 送路障害時に り障回線を他ルートへ自動的に切

り替えて復旧 し得るように自動切替装置を導入 し,伝 送路の多ルー ト化が進

められている。
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国際電電においても,地 域災害,ビ ル単位の災害等による国際通信の途絶

を防止するため,通 信施設の分散,伝 送路の多ルー ト化等を進めている。国

際電話及び国際テレックスについては,東 京及び大阪に国際中継交換機をそ

れぞれ分散設置 しているが,さ らに,東 京地区に集中している通話疎通を災

害の影響が及ばない地域において分散処理 し,か つ,需 要増に効率的に対処

するための施策を推進する計画である。

国際伝送路については,可 能な限 り海底ケーブルと衛星とによる2ル ー ト

化をはか り,相 互にバックアップすることとしている。

3通 信用電源技術

電気通信ネ ッ トワークの拡大 と質的高度化 に伴い,通 信用電源 システムに

は,良 質で安定 度の高い電力を,経 済的 に供給す る責務が一段 と増大 して き

てい る。 また,省 資源 ・省エネルギ ーの見地か ら,小 形 ・軽量化や高効率化

に対す る配慮 も強 く要望 されている。

この よ うな状況 の下で,直 流供給方式 については,給 電 品質 の向上 と給電

線 コス トの低減を図 った電圧変換直流供給方式の開発 が進 められている。 ま

た,集 積回路を大量に使用 した通 信装置 に,高 精度な低電圧直流電力を供給

す るため,変 換周波数を高 く した小形 ・高効率で信頼度 の高いDC-DCコ

ンバ ータの開発が進め られている。

高品質 の無停電電源を供給す る 交流供給方式 につい ては,多 重 イ ソパ ー

タ,PWM(PulseWidthModulation)イ ソ パ ー タ及 びCVT(Constant

VoltageTransformer)イ ソパ ータに引 き続 いて,経 済的で 効率の高い商用

同期式 イ ンバ ータの実用化 が行われた。

また,商 用電源の得難 い地域 において,経 済的 で安定な通信用電源を得 る

ため,既 に実用化 されている太陽電池式電源装置 に加 えて,風 力エネルギー

を利用す る風力発電式電源 装置や,化 学エネルギーを利用す る高効率 の燃料

電 池式電源装置の開発 が行われ てい る。

さらに,大 規模化す るとともに複雑化,高 度化す る重要な通 信用電源 シス
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テムを良好に維持管理するため,そ の保守作業を効率的に支援する新 しい技

術 も求められている。これに応えるため,受 配電系制御装置が実用化された

ほか,各 種監視制御機器の開発や,設 備の有効利用と維持管理の省力化につ

いての調査研究が行われている。

4通 信用土木技術

通信用ケーブル等を収容 し保護す るための通信土木施設には,管 路,マ ン

ホール,ハ ンドホール,と う道等があ り,こ れ らは原則的に道路占用物件 と

して公道内に埋設 されている。 これ らは過去において幾多の改良が加えられ

てきたものであるが,通 信事業の進展に伴う量的拡大に加えて,光 ファイバ

ケーブル等の新 しい技術の導入に伴 って,今 後 とも経済性の向上,工 事の省

力化,信 頼性の向上,都 市内環境 との調和等を図る必要があ り,そ れらに対

応 した通信土木技術の開発が行われている。

電電公社では,通 信土木工事の省力化及び工期の短縮を図る技術 としてブ

ロック ・マソホールが開発され,改 築マンホール,ハ ソドホールについても

ブロック化の検討が進められている。また,環 境との調和を図るため,開 削

工法に代わ りトンネル施工で管路を築造する自動制御 ・計測技術を駆使 した

最大掘進長150m程 度の小断面 シール ド工法が開発され,さ らに,掘 進長の

拡大を図って,早 強性 レジンモルタルを用いた自動ライニング(覆 工)方 式

に よる新工法の開発が進められている。

その他に,崩 壊性地盤にも適用できる圧力平衡式シール ド工法の開発 も進

められている。また,大 都市 とう道内における災害防止や,作 業の円滑化等

を目的として,災 害の早期感知,設 備管理,入 出管理等が可能な,と う道管

理 システムの導入が進められている。

近年,耐 震工学の進展は著しいものがあ り,特 に,東 海大地震の発生等 も

予想されている中で,建 設省か ら新耐震設計法が提唱されている。通信土木

施設についてもこれによる耐震性の見直 しが行われ,管 路 とマンホールとの

接続部における信頼性の向上を図ってダクトスリーブ及び不等沈下にも対応
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可能な離脱防止継手の開発が進められている。

また,省 資源の面か らは,掘 削発生土を改良して埋戻 し土に利用する発生

土埋戻 し工法等の検討が進められている。

さらに,離 島間ケーブルや大容量国際海底ケーブルでは,ケ ーブル障害が

通信サービスに重大な影響を与えるため,障 害となった場合には,迅 速な修

復を行な う必要がある。このため,電 電公社及び国際電電においては,効 率

的な海底ケーブルの敷設 ・修理技術の開発を行っている。

敷設技術に関 しては,航 行制御,ケ ーブル敷設 ・工事記録等をコソピュー

タで制御する敷設自動化システム及び水深200mま で埋設可能なケーブル埋

設機が実用化されている。 また,従 来の海底ケーブルの埋設深度を超えるよ

うな漁具の使用が増加 してきたので,埋 設深度増大のための検討が始められ

た。

修理技術に関 しては,直 線状にない修理後のケーブルの再埋設も行えるケ

ーブル方向探知機能及び方向制御機能を備えた舵付埋設機が実用化された。

また,海 底面上約1mを 走行する自走式ケーブル探索装置の開発のほか,既

開発の捕そ くセンサ付探線機にケーブルの切断,保 持機能を付加する検討が

進められている。

5電 波予報 ・警報

電波予報 とは,一 般に電波の伝搬状態を予測することをいう。電波研究所

の現行業務としては,特 定の二地点間の通信に使用 し得る周波数帯を予報月

に3か 月先立 って予測する月間電波予報を発表 している。電波予報の一種で

はあるが,特 に電離層のじょう乱に起因する電波の伝わ り方の乱れを予測し

て無線通信関係者に通報する業務を電波警報業務と呼んでいる。電波予報及

び警報は,と もに短波通信回線の設計並びに通信用にとって不可欠である。

電波研究所は,太 陽 ・地球間に生起する諸現象(太 陽電波,地磁気,地電流

等)を 常時観測 し,ま た,国 内5電 波観測所(稚 内,秋 田,国 分寺,山 川,

沖縄)及 び南極昭和基地において垂直打上げ電離層観測を絶え間なく行 って
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電波予報及び警報の的中率向上を図っている。最近,電 波予報をよりきめ細

かく行 う短期予報が要請されてきた。これに対応するため,平 磯支所に新 し

い型の斜入射電離層観測装置(チ ャープサウンダ)を 設置 し,西 独及び英国

との間で伝搬実験を行っている。さらに,人 工衛星を用いた観測にも力を入

れ,電 離層観測衛星(ISS-b「 うめ2号 」)に よって得た電離層の臨界周波

数(foF2)の データを解析 してfoF2の 世界分布図 を 作成 し,現 在までに

秋,冬 及び春を代表する世界分布図を印刷発表 した。これらは電波予報に役

立ち,国 の内外から高 く評価されている。

地球を取 り囲む電離圏は,短 波に対 して影響を与えるだけでな く,VHF

テレビジョソ電波やVHF～UHF帯 衛星通信電波にも影響を与える。そこ

で,新 しい研究項 目としてスポラデ ィックE層 によるテレビジョソ電波の遠

距離異常伝搬の研究及び衛星電波の シソチレーシコン(ゆ らぎ),偏 波面回

転,伝 搬遅れ等の研究を行い,着 々と成果を挙げている。

6周 波数,時 刻及び時間間隔の標準

時間及び周波数の標準は,物 理基本量の一つであること,さ らに,ほ かの

量に比 し高精度化が実現されていることから,科 学,産 業,通 信,交 通,測

地等多くの分野での利用も高度化 しつつある。この情勢の下で,郵 政省電波

研究所での原子周波数標準及び日本標準時の高確度化,標 準電波その他によ

る高精度な標準の供給法,国 際時刻比較法,時 間及び周波数の精密計測法等

の開発がますます重要となってきている。

55年度においては,セ シウム周波数標準器の高確度化のためのシステムの

改良を細部にわたって行い,10-12の 確度が 得 られた。また,高 度の 日本標

準時を発生するため,水 素メーザの連続運転を 前年度に 続いて行 うと とも

に,マ ヨラナ効果を利用 したメーザの自動同調の実験を行い,運 用できる見

通 しを得た。

また,標 準の供給に関 しては,前 年度に引き続 き,BSか らのテレビジョ

ン信号を利用 した時刻及び周波数標準の供給実験を行 うとともに,コ ー ド化
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を利用 した実験を行い,い ずれも所期の成果を得た。

なお,高 精度の国際及び国内時刻比較法開発のため,CSを 利用 したスペ

クトラム拡散方式の時刻符号の伝送実験に着手 した。

7型 式検定 ・校 正 ・性能試験

無線設備の機器の性能に対 して,定 められた技術基準に適合するか否かを

試験によって確認 し,証 明するとともに,製 造技術の向上を図 り,能 率的な

電波監理の遂行に寄与するものに,型 式検定がある。

1974年海上人命安全条約(SOLAS)の 発効に 備えて,昨 年検定対象機種

に追加された無線電話遭難周波数による警急 自動受信機に引き続き,本 年度

は,同 周波数の電波によりホーミソグするための中短波無線方位測定機が追

加され,同 条約発効の日(55年5月25)日 から施行された。

また,56年1月 から自動車公衆無線電話用無線機 も新たに追加され,本 年

度の処理件数は,届 出件数(14件)を 含め,総 計244件 に達 した。合格率は,

およそ80%で ある。電子技術の急速な進展に伴い,受 検機器もますます高度

化 ・複雑化の傾向にあるので,こ れに対応 した試験法や試験設備の改良充実

はもちろんのこと,試 験実施要員の技術レベルの強化,向 上 も今後は更に重

要である。

他方,同 年度における校正処理件数は,82件 に達 した。無線局検査用測定

器をは じめ,型 式検定用,一 般産業用,そ の他の無線測定器の校正も,無 線

機器の性能維持のためには欠 くことのできない業務で,校 正範囲の拡大と充

実は,ま すます重要となってきた。このほか,雑 音電界強度測定器(2件)

の性能試験の委託を受け,国 際無線障害特別委員会(CISPR)規 格による試

験を実施した。


